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資料 1-1

リウマチ・アレルギー対策委員会の開催要項 (案 )

1 開催 目

○ リウマチ及び気管支喘息、アトピー性皮膚炎、花粉症等の免疫アレルギー疾患は、

長期にわたり著しく生活に支障を来す等、国民の健康上重要な問題となつている。こ

のため、平成 17年 にリウマチ対策及びアレルギー疾患対策を総合的口体系的に実施

するべくその方向性等を報告書にまとめ、リウマチ・アレルギー対策を実施してきた。

○ 近年の医療水準の向上や社会背景の変化等を踏まえ、より効果的な対策を検討す

るため、厚生科学審議会疾病対策部会リウマチ・アレルギー対策委員会 (以 下「委員

会」という。)を開催する。

リウマチ・アレルギー対策委員会の役

○ 委員会は、 リウマチ対策及びア レルギー疾患対策についての有識者によ り、こ

れまでのリウマチ対策及びアレルギー疾患対策の評価を行うとともに、今後のリウマ

チ及びアレルギー疾患の対策の方向性及び具体的方策を検討 し、報告書 を策定す

る。

構成及び

○ 委員会に参集を求める有識者は、リウマチ対策及びアレルギー疾患対策に精通した

学識を有する者とし、15名 以内で構成するものとする。

○ 会議の庶務は、健康局疾病対策課において処理する。

○ 委員会の開催に関して必要な事項は、委員長が定める。

作業班の設

○ 委員会の下に、 リウマチ対策及びア レルギー疾患対策それぞれについて、リウマ

チ対策作業班及びアレルギー疾患対策作業班を設ける。



資料 1-2
リウマチ対策作業班開催要項 (案 )

(目 的 )

第 1条  リウマチ対策作業班 (以下「作業班」という。)は、厚生科学審議会疾病対
策部会 リウマチ ロアレルギー対策委員会 (以下「委員会」という。)が参集を求め
るリウマチ対策の有識者により、厚生労働省におけるリウマチ対策について専門的
な検討を行 うことを目的として開催する。

(検討事項 )

第 2条 作業班は、リウマチ対策を総合的・体系的に実施するため、これまでの リウ
マチ対策の評価を行うとともに、今後の リウマチ対策の方向性及び具体的方策を整
理 し、委員会に報告する。

(作業班の構成 )

第 3条 作業班に参集を求める有識者は 15名 以内で構成し、リウマチ対策に精通 し
た学識を有するものとする。

(班長の指名 )

第 4条 作業班に班長を置 く。班長は、作業班班員の中から互選により選出する。

(会議の公開)

第 5条 作業班の会議は公開とする。ただ し、公開することにより、個人情報の保護
に支障を及ぼすおそれがある場合又は知的財産権その他の個人若 しくは団体の権利
利益が不当に侵害されるおそれがある場合には、班長は、会議を非公開とすること
ができる。

2 班長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置
をとることができる。

(議事録 )

第 6条 作業班における議事に関して次の事項を議事録として記録するものとする。
一 会議の日時及び場所
二 出席 した作業班班員の氏名
三 議事 となつた事項

2 議事録は公開とする。ただ し、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合
又は知的財産権その他の個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれが
ある場合は、班長は、議事録の全音「又は一部を非公開とすることができる。

3 前項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とする場合には、班長は、非公
開とした部分について議事要旨を作成 し、これを公開しなければならない。

(作業班の庶務 )

第 7条 作業班の庶務は、厚生労働省健康局疾病対策課において総括し、及び処理す
る。

(雑則 )

第 8条  この開催要項に定めるほか、作業班の運営に関 し必要な事項は、班長が定め
る。



資料 1-3

アレルギー疾患対策作業班開催要項 (案 )

(目 的)

第 1条  アレルギー疾患対策作業班 (以下「作業班」という。)は、厚生科学審議会
疾病対策部会 リウマチ・アレルギー対策委員会 (以下「委員会」という。)が参集
を求めるアレルギー疾患対策の有識者により、厚生労働省におけるア レルギー疾患
対策について専門的な検討を行 うことを目的として開催する。

(検討事項 )

第 2条 作業班は、アレルギー疾患対策を総合的・体系的に実施するため、これまで
のアレルギー疾患対策の評価を行うとともに、今後のアレルギー疾患対策の方向性
及び具体的な方策を整理 し、委員会に報告する。

(作業班の構成 )

第 3条 作業班に参集を求める有識者は 15名 以内で構成 し、アレルギー疾患対策に

精通 した学識を有するものとする。

(班長の指名)

第 4条 作業班に班長を置 く。班長は、作業班班員の中から互選により選出する。

(会議の公開)

第 5条 作業班の会議は公開とする。ただ し、公開することにより、個人情報の保護
に支障を及ぼすおそれがある場合又は知的財産権その他の個人若 しくは団体の権利
利益が不当に侵害されるおそれがある場合には、班長は、会議を非公開とすること
ができる。

2 班長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置
をとることができる。

(議事録 )

第 6条 作業班における議事に関 して次の事項を議事録として記録するものとする。
一 会議の日時及び場所
二 出席 した作業班班員の氏名
三 議事となつた事項

2 議事録は公開とする。ただ し、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合
又は知的財産権その他の個人若 しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれが

ある場合は、班長は、議事録の全部又は一部を非公開とすることができる。
3 前項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とする場合には、班長は、非公

開とした部分について議事要旨を作成 し、これを公開 しなければならない。

(作業班の庶務 )

第 7条 作業班の庶務は、厚生労働省健康局疾病対策課において総括 し、及び処理す
る。

(雑則 )

第 8条  この開催要項に定めるほか、作業班の運営に関 し必要な事項は、班長が定め

る。



資料 2

リウマチ及びアレルギー疾患対策における取組の実績について

1.医療の提供にかかる事業

① リウマチ・アレルギー特別対策事業 「喘息死ゼロ作戦」 (補助金 )

倉J設 :平成 18年度。

目的 :地域における喘息死を減少 させる。

リウマチ・アレルギー系疾患の新規患者数を減少 させる。

実施主体 :都道府県 (補助率 :国 。都道府県 1/2)

実施内容 :

(1)医療関係者を対象とした研修の実施

(2)医療関係者を対象とした患者カー ドの配布の促進ならびに

患者を対象とした正 しい知識の普及啓発事業の実施

(3)患者を対象とした地域医療情報の提供

(4)患者を対象に行 う実態把握を目的とした分析調査の実施

(5)事業実施の評価

<実績 >

実施 自治体

18年度 静岡、京都

19年度 群馬、東京、岐阜、静岡、京都、兵庫、岡山

20年度 群馬、東京、岐阜、兵庫、岡山

21年度 群馬、岐阜、兵庫

22年度 (予定) 千葉、大阪、兵庫

※平成 22年度より、従来の喘息死に加えて、 リウマチ・ア レルギー

疾患全般に拡充 して実施することとしている。



(参考 )

。喘息死の推移 (人 口動態調査より抜粋 )

総  数 ～19歳 20-59歳 60歳～

平成 17年度 3,198 23 308 2,867

平成 18年度 2,778 20 278 2,480

平成 19年度 2,540 ワ
″

ワ
″ 252 2,266

平成 20年度 2,348 ９

“ 249 2,087

2.情報の提供

① リウマチ 。アレルギー相談員養成研修会

創設 :平成 13年度

目的 :都道府県、保健所設置市、特別区の保健関係及び福祉関係等従事者

を対象に、これ ら疾患について必要な知識を習得 させ、地域住民ヘ

の正 しい知識の普及啓発を行 うための相談体制の確保を図る。

実施主体 :厚生労働省

実施内容 :リ ウマチあるいはアレルギー疾患の研究者及び専門家を中心に、

リウマチ 。アレルギー疾患対策に取 り組む地方自治体の方や

患者団体の方を講師に招き、 3日 間の研修会を実施 している。

3日 間受講 した方には修了証を交付 している。

<実績 >参加人数の推移

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 累計数※

57名 43名 40名 48名 34名 154名 598名

(※ 平成 13～ 22年度の累計数 )

(※ 平成 22年度より延べ人数 )



② ア レルギー相談センター事業

膚J設 :平成 19年度

目的 :ア レルギー疾患に関する各種一般 。専門情報の提供を広 く行 うとと

もに、電話相談等を通 じて、アレルギー疾患患者や家族の悩みや不

安に的確に対応することで、その生活の一層の支援を図る。

実施主体 :平成 19～ 21年度 「(財)日 本アレルギー協会」

平成 22年度より 「(財)日 本予防医学協会」

実施内容 :

(1)ア レルギー疾患関連一般 。専門情報の収集

(2)ア レルギー疾患関連一般・専門情報の提供

(3)ア レルギー疾患患者等に対する電話などによる相談対応

(4)ア レルギー相談センターシステムの運用等

<実績 >

19年度 (※ ) 20年度 21年度 合計

営業 日数 156 237 236 629

相談件数 1,136 2,157 1,846 5,139

※ 19年度は 7月 より計上。



3.研究開発の推進

①免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業 (厚生労働科学研究)

膚J設   :平 成 15年度

事業概要 :リ ウマチ、気管支喘′自、、ア トピー性皮膚炎、及び花粉症などの

免疫アレルギー疾患について、発症原因と病態との関係を明ら

かにし、予防、診断及び治療法に関する新規技術を開発すると

ともに、自己管理方法や治療法の確立を行 うことにより、国民

に対 してより良質かつ適切な医療の提供を目指す。

<研究費の推移 (免疫アレルギー分野のみ抜粋)>

研究費

(単位 :円 )

採択件数

18年度 1,220,000,000 33

19年度 1,257,000,000 35

20年度 1,107,480,000 38

21年度 988,086,000 36

22年度 960,705,000 35



【リウマチ分野の主な研究成果】

○ 病態や発生機序の解明

・ 関節 リウマチに関連する原因遺伝子のひとつを特定した。

・ 初診時MRIで骨変化をきたした症例ではその後関節破壊が進行すること

を明らかにするとともに、骨変化が リウマチ性関節炎発症の予測に重要なマ

ーカーとなることを明らかにした。

。日本人に適合する肩関節、肘関節、手関節の人工関節を開発し、応力解析

や運動解析を行つた。

○ 疫学調査

・全国規模の関節 リウマチ疫学データを収集 し、10000例 の横断的試験より、
これまで経験的事実と考えられていた喫煙 と疾患活動性の関連等について

疫学的証拠を得た。

・ 30施設での 6年間に及ぶコホー ト研究により、治療による改善の度合い

や、人工関節の予後、投薬による合併症の頻度、間質性月市炎の発生状況等

を明らかにした。

・各種生物学的製剤による日本人関節 リウマチでの寛解導入率を調査すると

ともに、寛解導入に関連する要因を明らかにした。

○ 診断法 。予防法・治療法の開発

・診断未確定の関節炎の骨病変に対する早期治療の開始基準や治療効果判定
の新たな指標 として、MRI上の骨膜浮腫が有用であることを証明した。

・ リウマチ患者の失われた手関節の機能を再建する人工手関節置換術の術式

を確立 し、必要な手術器械を完成させた。

・膝人工関節患者の術後 リハビリにバイク運動が安全で有効なことを証明し

た。

・関節 リウマチを早期に診断する基準を作成 した。



○ 診療ガイ ドラインの策定

。日本人におけるリウマチの寛解導入率、機能障害の進行が生物学的製剤投

与により改善 したことを明らかにするとともに、効率的な生物学的製剤の

投与法を提唱した。

・関節 リウマチの生物学的製剤投与患者を追跡 し、早期診断方法、予防基準

作成案を作成 した。

○ 医薬品等の開発促進

。関節 リウマチの自己抗原を標的 としたアナログペプチ ドを用いることによ

り、関節 リウマチの治療及び発症阻止が可能であることを証明した。

。人工手関節のプロ トタイプを作成 し、臨床応用への道を開いた。



【アレルギー分野の主な研究成果】

○ 病態や発生機序の解明

・皮膚バ リア機能障害による慢性抗原刺激が、ア トピー性皮膚炎・気管支喘

虐、の発症要因の一つであることを明らかにした。

・重症喘息の多くは非ア トピー性であることを明らかにし、重症喘息に関連

する数個の遺伝子を発見した。

・黄色ブ ドウ球菌定着t皮膚バ リア機能異常が乳幼児ア トピー性皮膚炎発症

に関連す ることを明らかにした。

。日本人ア トピー性皮膚炎患者においても、フィラグリン遺伝子変異が新規

の変異を含め複数検出され、欧州患者 と同様にア トピー性皮膚炎発症の一

因 となつている事を明らかにした。

○ 疫学調査

。国民のア レルギー疾患に対する代替医療の実態を明らかにした。

・NSAIDs過敏症が喫煙や長期の罹病期間よりも強い成人喘′急の難治化因子で

あることを初めて証明した。

・乳児期、 5歳児のコホー ト調査 (約 5000人 )に より、乳児期の食物アレル

ギー・ア トピー性皮膚炎が気管支喘息、スギ花粉症の危険因子になること

を明らかにした。

・食物アレルギー検査のための負荷試験を普及するとともに、その結果を集

積 し食物アレルギーの実態をより明らかにした。

。気管支喘′急の有病率・罹患率およびQOLに関する全年齢階級別全国調査を

行い、全国レベルでの罹患率等を明らかにした。

・食物アレルギーに関する出生コホー ト調査を実施 し、食物アレルギーのリ

スクに関する検討を行つた。

○ 診断法・予防法・治療法の開発

・生活習慣 と保湿スキンケアの教育介入によリア トピー性皮膚炎の患者が減

少することが示された。

・環境中のアレルゲン量 (ダニアレルゲン)の簡易定量法 (テープ法)を確立し
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た。

・呼気凝縮液分析で、TNF一 α、TGF β、IL-4等の炎症物質の定量を可能にし、

治療抵抗性等の喘′自、病態の評価における有用性を明らかにした。

・食物アレルギーに関して、多施設における食物負荷試験のネットヮークを

構築 し、実施方法を標準化 した。また、好塩基球 ヒスタミン遊離試験の有

効性について検討 した。

○ 診療ガイ ドラインの策定

。最新の知見を踏まえ、「アレルギー (特に気管支喘息)のテーラーメイ ド治

療管理ガイ ドライン」を策定し、患者毎に個別化 された医療を行 うための

専門医 。一般医が活用可能な治療管理法を確立した。

・最新の知見を踏まえ「食物アレルギーの診療の手引き」改訂版を作成 じ公

開 した。

・研究班の成果をもとにア トピー性皮膚炎のかゆみや、小児喘 ,日、、食物アレ

ルギーヘの対応等に関する一般向けガイ ドブックを作成 (ホ ームページに

よリー般に公開)した。

・アレルギー疾患の早期診断 。早期治療のための診療指針、医師向け喘′自、間

診票、患者向けコン トロール評価のための問診票を作成 した。

○ 医薬品等の開発促進

。代替医療の多くはプラセボ効果であると考えられたが、免疫調節作用が期

待 されるなど今後の標準治療 として開発が期待されるものもあることが示

された。

・スギ花粉症の舌下減感作療法に関して、花粉飛散時期での有効性を評価す

るため、二重盲検法による臨床試験を実施 した。



資料  3

Ifウマ千対策 (H17～)の評価
こ現在の問題点

東京医科歯科大学膠原病・リウマ千内科

日本リウマ子学会理事長

宮坂信之

評価法 (5点法 )

□評価対象 :IIウマ千に関する予隋・治療法
を確立し、国民の書心・安全な生活の実現
に寄与・貢献をしたか?

5:太いにした

4:した

3:ごちらでもない

Z:していなbl

冒:全くしてい0い
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IIウマ千対策 (H17～HZl)

(7)医療等の提供
(7)かから1つ l■医を中心こした医療体制の確立

(イ)A材育成
(ウ )診療の質の向上

(2)情報提供・相談体制

(7)自己管理の促進

(イ )情報提供体制の確保
(ウ )相談体制の確保

(3)研究開発及び医薬品開発の推進
(7)効果的かつ効率的な研究体制の構築
(イ )研究目標のEE確化

(ウ )医薬品の開発促進等

(4)謳策の評価辱

(1)医療等の提供

(7)かから1つ l■医を中rbこ した医療体制の確立

・診療ガイドラインの作成・改訂 : 3N4/5
日本リウマチ学会 :生物学的製剤使用ガイドライン

日本リウマチ学会リウマチ診療ガイドライン作成予定

・集学的な診療体制を有している病院の確保 :

3/5
0地域におl■るII′ ビヽリテーション体制の確保 :

3/5
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(1)医療等の提供

(7)人材育成

・ IIウマ千診療に精通したかかιlつ II医の育成 :

リウマチ登録医約4,000名

・ [′ ウマ千専門の医師の育成 :

関連学会 (日 本リウマチ学会リウマチ専門医約4,000名 、
日本整形外科学会認定リウマチ医約5,000名 )

・保健師、看護師、栞剤師の育成    3/5
日本リウマチ財団(リ ウマチケア看護師育成制度)

(7)医療等の提供

3/5

4/5

(ウ )診療の質の向上

・診療ガイドライン 3/5

(H16.4月 関節リウマチの診療マニュアル (改訂版)診

療のマニュアルとEBMに基づく診療ガイドライン;

越智隆弘編集)

・クIJテ ィカ′Lパス :

・専門情報の提供 :

3/5

3-4/5
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(1)情報提供・相談体制

(7)自己管理の促進

・自己管理する内容

(リ ウマチ・アレルギー疾患予防・治療研究事業

公開シンポジウム)        4～ 5/5

・自己管理の修得法の普及 :

(リ ウマチ・アレルギー相談員養成研修)2～ 3/5

(2)情報提供・相談体制

(イ )情報提供体制の確保

・情報提供手F量

(リ ウマチ,アレルギー情報ホームページ)

4/5

(ウ )相談体制の確保
(リ ウマチ・アレルギー相談員養成研修会の充実)

2-3/5
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(3)研究開発及び医薬品開発の促進

(7)効果的かつ効率的な研究推進体制
の構築

リウマチ・アレルギー予防・治療研究事業
4/5

(イ )研究目標のEE確化      4/5
(ウ )医薬品の開発促進等     3/5
承認審査の遅れ→ドラッグラグ

(インフリキシマブ:4年、エタネルエプト6年 )

リウマ千対策の問題点こ
今後の対策

-5-



RAにあける間節磁壊の経時変lL

■

３

年

RAが平均寿命に及ぼす影響(米国)

van der HeiJde DM。 ノ″姥″閣他州995:22:1292-1296よιI作□

20
Kaplan-Meiedil:&6 (+)
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０

０

０

０

０

０

０

０

０
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３

２

１

生
存
率

理由

‐
le号甲警暴き量撃碧層甚

Z`よい治療栞がなかった

これ春でのIIウマ千患者
|の寿命は平均10年

Wo:fe R eta:.Д rfh″ fis R力 e″m1994;37f481…494
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リウマ子を早期発見・早期治療
するここの重要性

□聞節破壊の防止→00Lの改善

□含備症発生の阻止→生命予後の改善

□国民総医療費の軽減

快適な国民生活

今やIIウマ子の診断勝
早期から可能になった J

□問診

□診察

□血液榛査 (1′ ゥマ千反応、抗CCP抗体,‖‖P-3)

□X線榛査

□関節超音波榛査、‖RI検査

□その他
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これまでのIJウマ子の診断基準
1987年RA分類基準 (ACR)

□262人のRA患者

□ιヒ車魔君手 (01 3Z%, SLE 20%, PsA 4%1,こ )ゞ

□RAの平均罹病期間 :7。 7年 ′

分類基準であって、診断基準ではない

→ 特異性は高ιlが、感度勝優ら1

ACR/EULAR署ら1繭彰)1断憂E:馨

“

FI裁(2009)

口できるだII早期からRAを診断し、

ロメトトレキサート(MTX)を開IEAするここに
よって

□聞節破壊の阻止を行う

ここを目的こしている。

-8-



スコ7(0-10)

lヶ 所以上の滑膜疑
(他の疾患でIオ説明が不可)

リウマトイドロ子 or ttCCP抗体

急性炎症蛋白 (CRP or ESR)

2010 ACP/EULAR RAl):買蓄譲覇諄

各項目の力n算が6以上

RAこ診断

ただし、DIP,

C‖C,第 冒‖TP関

節Iき腫脹開節敬
から除く

旧来の治療勝ピラミッド療法だった

FnIIウマ千栞

ステロイトl

痛諄止め

-9-
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有効性の高い栞剤が登場した I

ロメトトレキサート (‖TX)

米国承認1989,日 本承認1999

□生物学的製剤

インフリキシマプ米国承言忍1999,日 本2003

エタネルセフ
゜
卜米国承認1998,日 本2005

アタ
゛
リムマフ

゛
米国承認 2002,日 本2008

メトトレキサート勝アンカードラッグである

・ 高ll有効性

・ 聞節破壊阻止効果あιI(EaA米 )

・ 短い半減期

・ 副作用が起きた場合の

措Fn栞あιl

(葉酸 )
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MTXのポジショニングー日本

□わが国では添付文書上、第一選択
栞剤こして使用で鋳 い

□使用する医師(特に整形タト科医)が
MTXの副作用を恐れ、作用の弱い
,‖AR'sを使用する傾向

今の治療:き逆ピラミッド療法

拓IIIウマ千葉 (‖TX)

阜
±痛み止め/ステロイド

阜
生物学的製剤

-1 1-



10RRA #1´‐#19

東京セ子医太膠原病 |′ ウマ子痛風センター山中 寿教授よιl供与

2000～ 2009年の疾患活動性の改善

2000～ 2009年の疾患活動性の改善

東京セ子医太膠原病ilウマ手痛風センター山中 寿教授よι:供与  炉【西Fn
-12-
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2000～2009年の服用薬剤の変化
10RRA #1-#19

RAの転帰の推移 (2005→2010年 )

寛解+改善Iき 21。 6%→ 31。 1%こ増加した r

□寛解回改善□不変□悪化日無答

日本 I′ ウマ千なの会 IIウマ千白書よιl
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RAの手術歴の推移 (2005→2010年 )

手術勝54。 5%→42。 0%に減少した

日本I′ ウマ千なの会リウマ千白書よι
l

生物学的製剤の利点

□速効性

□寛解に導入できる

日間節破壊を止めるここが‐ る

□聞節機能を正常化できる

□寿命を延Iざすことができる?

-14-



生物学的裂剤の問題点

□感染症を増やす可能性がある

□医師の専門的知識が必喜

日高価である

日日から飲おことができない

IIウマ千診療の急速な変貌こ進展

□RAの早期診断・早期治療が可能になうた

□MTXが積極的に使用されるl14うになった

□生物学的製剤が早期から積極的に使用され
るようになった



Window of Oppor† unity

(治療機会の窓)

o :考ボ開始

○――
理想的治療

タイト・コントローrLの重喜性

症状発現  骨破壊の発生

Window of opportunity

□糖尿病の治療→Hレ1lC

□高脂血FI→LDL/HDL

□IIウマ千→DAS28

コントロ■rLの強化

阜

よιlよい治療結果

-16-



興標達成に向!せた治療
(TFeal 十o Targel, T2T)

代替的な
治療目標

疾患活動性に

応じて治療方針を

決定する

1～ 3カ月ごとに

総合的指標を用
いて疾患活動性

を評価する

疾患活動性に

応じて治療方針を

決定する

低疾患活動性

症状悪化の場合は

治療方針を見直す

約3～ 6カ月ごとに

疾患活動性を
評価する

症状悪化の場合は

治療方針を見直す

低疾患活動
性の維持

Smo!en」 S,θ′∂/И″″′力θJ/77∂ι2010.69:631-637

IIウマ千治療のキーワード

e早期から(eariv)

o積極的に(aggreSSiVe)

・ 厳密:こ (+:ghtt Con+rol)

-17-



IJウマ子の治療目標が変わった J

1.臨床的寛解

2口画像的寛解

3二機能的寛解 HハQく 0。 5

栞剤中止寛解

IIウマ千専門医の多様性

1+2+3=完全寛解

□日本IIウマ子学会認定IIウマ千専門医

□日本整形タト科学会認定リウマ千医

□日本リウマ千財団I′ウマ千登録医

□自由標悟による「自称IIウマ千医」

患者サイド●lら1オ自分がどこを受診
したらよllか、わからない

-18-



匡
=qF・

T可 √¬奪
~¬

「

可F爾再T~

日本 IIウマ千学会認定リウマ千専門医

専門医試験

′ウマ千研修
5年以上

:′ ウマ千研修
5年以上

:′ ウマ千研修
5年以上

日本リウマチ学会

入会5年
日本リウマチ学会

入会5年

日本リウマチ学会
入会5年

|

内科学会認定医

IJ驚篭∫
日本整形外科学会専門医

基本

専門領域

領域

市
|

内科医

|
その他医科

小
‥
１
■
外

年
　
形

一●
　
整

□1 :′ ウマ千専門医制度

:Jウマ千登録医

□日本リウマ千財団 :約 4′ 000名

・5年以上のIIウマ千診療歴

・ IIウマ千患者診療録名簿40名の提出し、
うち20名 (>RA3名 )の診療記録の提出

・教育研修会>20単位

…19-



資料 4

アレルギー疾患対策
現状、評価、課題

平成22年 12月 9日

(独)国立病院機構相模原病院

統括診療部外来部長

谷口 正実

アレルギー疾患対策
現状、評価、課題

・ アレルギー疾患患者数の変化

・ 重症例、死亡例、入院数の変化

・ 医療費の変化

・ 過去の対策の効果

・ 患者からの要望

・ 過去5年間の活動内容

・ 今後の課題、今後行うべきこと
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ア レル ギ ー 性 鼻 炎 ア トビ ー 性 皮 膚 炎

3年   4年   5年

学 年

6年  全 学 年

気 管 支 喘 息

4年  5年  6年  全 学 年

学 年

ED 1982年
E]1992年
国 2002年

(°/6)
10

有
症
率

小児アレルギー疾患 (AR,AD′ BA)の

1992年と2002年のそれぞれの学年別有症率の推移
1⇒ここ10年で小学生のアレルギー性鼻炎:30%増加、

アトピー皮膚炎:減少、気管支喘息:40%増加

8`0%

710%

6,0%

510%

4,0%

レセプト病名の角.0%
臨床喘息

2,0%

1.0%

010%

6.0%

5.0%

2,0%

1.0%

4.0%

3.0%

アレルギー疾患 診断・治療ガイドライン2010よ り

成人喘息は最近10年で約2倍の増加
健保組合レセプト調査 (環境保全機構研究)と藤枝住民調査 (厚生科学赤澤班の1部)から

成人喘息増加率>小児喘息増加率 ?

藤枝の有病率の経年変化

F6:9%
/

― ――――――― ―一―
声 ― ――

ノ

ノ

∫
/~ ~       :F「
■190/0~

..ィ「
,      |13,4%

―・211%        :・
11,5%

__2.57°/・

2118%

1980       1990       2000       2010

・ '日lelmeasthmal喘息生涯有病率)

i Currentaihmal喘 息有病率)

0.0%

Hll H15 H19
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全国の耳鼻科医とその家族における
アレルギー性鼻炎有病率 1998年と2008年の比較

アレルギー性鼻炎全体

花粉症全体

スギ以外の花粉症

スギ花粉症

通年性アレルギー性鼻炎

□ 1998年

E∃
2008年

20    30
有病率 (%)

10.9

(鼻アレルギー診療ガイドライン2009年版)

アレルギー疾患 診断・治療ガイドライン2010より

日本人一般成人 (20-44歳 )における喘息、鼻アレルギー有症率
2006年全国一般住民調査 (厚生科学赤澤班)より(Fukutomi et al.AN 2010)

男性    女性    全体

甦籠器璧『   ■8% ■0% )4%
医師により確認された

現在の喘息         5。 2%    5.6%    5.4%
(=喘息有病率)

花粉症を含む鼻アレルギー   45。 3%   48,9%   47.2%
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小括①
―有病率と最近10年での変化―

現在の有病率 10年での増加率

小児喘息 約10%～ 2倍

成人喘息 5～ 6% 3倍 (?)

花粉症+鼻アレル
ギー

40-490/o 30% (?)

小児アトピー性皮
膚炎

10-200/o やや減少

成人アトピー性皮

膚炎

つ
・

つ
・

アレルギニ疾患対策

現状、評価、課題

・ アレルギー疾患患者数の変化

・ 重症例、死亡例、入院数の変化

・ 医療費の変化

・ 過去の対策の効果

・ 患者からの要望

・ 過去5年間の活動内容

・ 今後の課題、今後行うべきこと

-4-



●喘息死総数や若年喘息死数は,毎年漸減している しかしまだ欧州諸
国より高いままである(特に喘息患者あたりでは多い)
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I.Z _*Japan

1 1 -―
―

-{ustralia

X.gland&\iales

--l-France

.::Neatherlands

Srreden

1990199219941996199820002002200420062008

日本の喘息死亡者実数の経年変動

喘息予防・管理ガイドライン2009

びごゴずごずぴびずずがゞゞヾゞゞ

Asthma Llortahy Rate(Per loo,000 persons in the

5‐ to 34‐Year Age Group)

蒻ヽ eSinghe M Chest 2009 已気編

年齢階級喘息死亡数男女別 (2009年 )

喘息死の85%以上は60歳以上である
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アレルギー疾患 診断・治療ガイドライン2010より
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09 (年 )

アレルギー疾患 診断・治療ガイドライン2010より

小児 (0～ 19歳 )喘息死の推移
19歳以下の喘息死はここ数年著明に減少した

齢別喘息死亡率の年次推移
高齢者だけでなく30歳以上の喘息死の減少は不十分である

アレルギー疾患 診断・治療ガイドライン2010よ り
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２
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【国立病院機構相模原病院における成人喘息(大 )発作入院数】
成人喘息入院、大発作入院も10年で1/3に減少

60%

50%

40%

--Total number of asthma
admission

Total number of severe asthma
attack

Number of ICS useres

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

(year)

Seklya K Taniguchi M.et al.投 稿中

全国国立病院機構病院24施設に通院中の成人喘息患者2524例 に
おける1995年と2006年における生涯喘息入院回数の変化

|⇒ 発作入院の既往がない患者が半数以上となった

30・/.

20%

■0°/s

O°/.

2006年の頻度は1995年の年齢・

(福 冨友馬 ら 2010
性別分布によって標準化 .

アレルギー学会誌 )
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小括②
院、死亡数の変化と課題

・ ここ10年で喘息入院数1/3へ、発作死1/2以下ヘ

・ 喘息死の残された課題
一国際的には十分に低率とはいえない

★★ 高齢者喘息死 (合併症 ?喘息 ?)

★ 青壮年喘息死 (不定期通院例が主体)

一今後、喘息有病率増加に併せて喘息死亡者数も低下しない?

・ 重症例難治例の残存 (医療費の多くを占める)

一乳幼児喘息

一成人難治性喘息 (頻度は5%以下、しかし喘息医療費全体の
50%以上を占めるとされる)

一成人アトピー性皮膚炎

・ アレルギー疾患患者数の変化

・ 重症例、死亡例、入院数の変化

・ 医療費の変化

・ 過去の対策の効果

・ 患者からの要望

・ 過去5年間の活動内容

・ 今後の課題、今後行うべきこと
｀

アレルギー疾患対策
現状、評価、課題
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喘息患者一人当たりの年間総喘息医療費
(某健康保険組合加入者約8万人調査 :環境保全機構研究秋山班の成績から)

平成11年から19年にかけて一人当たりの喘息医療費は20%減少

¥100′ 000

¥90′ 000

¥80′ 000

¥70′ 000

¥60′ 000

¥50′ 000

¥40′ 000

¥30′000

¥20′ 000

¥10′ 000

¥0

85平        ____― ―――

嘔大阪

睡東京

小括③
医療費の変化と課題

,ここ10年で

-1人当たりの医療費は減少(薬剤費比率は増加)

―全体の医療費は増加

・ 重症例難治例の残存 (医療費の多くを占める)
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アレルギー疾患対策
現状、評価、課題

・ アレルギー疾患患者数の変化

・ 重症例、死亡例、入院数の変化

・ 医療費の変化

0過去の対策の効果

.・ 患者からの要望

・ 過去5年間の活動内容
。今後の課題、今後行うべきこと

日本アレルギー学会「 認定医口認定専門医 」の年次推移

-10-

年 会員数 (A)

認定・認定専門医 構成割合
(B/A)・ (C/A)

備  考
認定医 (B) 認定専門医 計 (C)

4.669 790 16.9

1990 5,357 781 0 14.6 認定専門医は認定医と重複計上

1995 6,813 1,307 19.2

7,141 1,475 20.7

7,421 1,590 626 21.4

7,807 1,626 649 20.8

2000 7,984 1,794 720 22.5

2001 8,053 1,925 783 23.9

2002 8,340 1,933 786 23.2

2003 8,859 2,031 818 22.9

2004 8,950 2,031 835 22.7

2005/10/5制度改定

2005 9,301 2,240 2,248 24.2 専門医ヘー本化 (重複計上なし)

2006 9,491 2,450 2,458 25.9

2007 9,525 2,659 2,667 28.0

2008 9,774 8 2,818 2,826 28.9

2009 9,861 8 2,854 2,862 29.0

2010 9,859 2,963 2,972 30.1



小括④
過去の対策の効果のまとめ

・ 喘息死の減少 (諸外国より急速な減少)10年で1/2

・ 大発作や喘息入院の減少 :10年で1/3～ 1/2

・ 発作受診回数の減少 :8年で1/2帽境保雛構秋酬レセプト研究かり
・ ガイドラインの普及、治療法の普及

一成人喘息吸入ステ回イド薬の普及 :

(Hll)35%か ら {H19)52%へ 暉 境保全機構秋山班レセプト研究かり

・ 喘 息 医 療 費 鰈 境保雛 構秋酬 レセプト確 かり

―「1個人あたり」20%減少⇔ただし薬剤費割合は増加
一総医療費の増加 (←患者数の増加の影響 )

・ アレルギー専門医の増加(lo年で50%増加)

・ アレルギー疾患患者数の変化

・ 重症例、死亡例、入院数の変化

・ 医療費の変化

・ 過去の対策の効果

・ 患者からの要望

・ 過去5年間の活動内容

・ 今後の課題、今後行うべきこと

アレルギー疾患対策

現状、評価、課題
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Qあなたは、現在の日本のぜん息治療やぜん息医療、アレルギーに

関係する医療に何か望むことはありますか?もしあればご自由にお書
きください。

一Web調査全国2010年施行、2000余例の喘息患者の声から一

A<多 かつたコメント(頻度の高かつた順)>①と②が最多

①ピ評到鍵藝ポ騒E漬長奎縞賜鬱:研
究。アレルギーを完治でき

敗)

②薬纂蟹讐裏繋硬野以鍵昇器l難
病指定にしてほいヽ 喘息

③
名Zヒ催鷲IIぞ幌 ayし

て、理解がない医者が多い。専IFヨ 医を

④ 病院へ通うのが大変。病院アクセスの改善。

⑤ 喘息の薬を市販してほしい。

⑥ガ聾曼耳ヨ藝子冤譲  唇ぜ晋齢 言晨震ぼむ邑Fア
レ

・ アレルギー疾患患者数の変化

・ 重症例、死亡例、入院数の変化

・ 医療費の変化

・ 過去の対策の効果

・ 患者からの要望

・ 過去5年間の活動内容

・ 今後の課題、今後行うべきこと

アレルギー疾患対策
現状、評価、課題
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リウマチロアレルギー対策委員会 (前5年間)

厚生科学審議会疾病対業部会専岡委員会
(座長 九州大学 水爾教授 )

検討事項
1.リ ウマチ・アレルギー対策の基本的方向性
2.研究の推進
3.医薬品の開発促進等
4.医療提供体制の確保
5.患者QOLの向上と自立等
6.情報提供・相言炎体制
7.患者を取り巻く環境の改善
8.関係機関との連携

(前5年間)

アレルギー対策の基本的方向性

1「 「自己管理が可能な疾患」ヘ

2.施策の柱

①医療提供の確保

②情報提供日本目談体制の確保

③研究開発及び医薬品開発の推進
3,国と地方公共団体との役割分担と連携

-'t3-



前5年間でのアレルギー対策の現状と問題点
主なアレルギー対策の経緯

σ涯隻勇聾躇謁I審鍋 鋪就 ルギー科の鵬 4480施設帥親わ
→ 5,787施設 (H17現 在 )

○普及啓発

○アレルギー物質を含む食品に関する表示について

○アナフイラキシーに対するエピネフリンの自己注射用キット

○研究の推進
○花粉症対策における関係省庁との連携
○シックハウス対策

`イ

)地な谷爺遷俗員鵠羅
ルギー対策

0ア盟 万辱里肇兵彙聾]震ぞξbl協俳 轄
○アレルギー専門医制度(H16日 本アレルギー学会 )

○専門医 2,300名 [内 、指導医414名 ](H17.7現在 )

→  2,851名 I内 、指導医 503名 ](H21.11現在)

○認定施設 273施設377科  → 460科 (H21.11現在)

○アレルギー専門医数 約1.6/100,000(一 般人口)

免疫アレルギー疾患等予防・治療研究事業

①国が関与(投資)する必要性

● 免疫アレルギー疾患を有する患者は国民の30%以上に上り、増加傾向にある。

●′1ヽ児から高齢者まで幅広く罹患し、QOLを大きく損なうため、疾病による社会への損失が大きく、疾患対策
への社会的二―ズも高い。

②知的財産の確保、活用体制

籠ガイ
駁

ンはと≧藉晟写嵯琵覧宅晃キ朧鯨幅]た舅ユ
の
種墾

=度
琶菫昼21 1

自靡昇墨嘉梶勇露ξ改き備壬響顆聯籠摯得配でli[[誕tif「 |

<リ ウマチ研究の例>  花粉曝露と症状との関連等について、研究している。                  |

臨床
,議奨

関する 醤角黙ミ被 場惚轟穀訂野左烏晶翼fttFの
開発・数により、関節リウマチの

|

③施策の先進性、独自性を示す客観的データ

>より安全で効果的な減感作療法の開発を行う。特にスギ花粉症に対する舌下免疫療法の      |
有効性についてエビデンスを蓄積し、早期の臨床応用を目指す。

● 2015年頃までにリウマチ、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、アレルギー性鼻炎等の診療ガイドラインの改訂を

行い、得られた成果の普及を通じて、リウマチ・アレルギー疾患にかかる医療の標準化や均てん化を図る。

-14-



前5年間でのアレルギー対策の現状と問題点
#は世界共通の問題点

(1)医療画の問題
○適切なアレルギー診療の可能な医療機関 →体系的計画的整備
○#早期診断・早期治療の問題 →ガイドラインによる標準的医療提供+α
Oアレルギー疾患を診療する医師の資質 →縦割り診療科の問題
Oアレルギー疾患に関連した死亡 →暗息死対策

(2)情報提供・相談体制面の問題
○慢性期医療管理の問題 →自己管理を可能にする体制整需
○情報の問題 →適切な情報提供と選択
○相談の問題 →適切な権談対応窓口整備

(3)研究面の問題
○患者の実態把握 ―経年鍋な疫学調査システム、情報収集体制整備
O#予防法が未確立 →発壼 =悪化因子の解覇=>予防法の確主
○どの医療機関でも実施できる抗原確定診断法が未確立_正確な原困診断
○#根治的治療法が未確立 ―→臨床l_~つ ながる基礎研究の充実

過去5年間での実施状況まとめ
◎十分な成果あり、○成果あり、△やや不十分な成果、X成果無し

。医療体制
― 専門医療機関の整備 :△

― 病診連携 :△

一 人材育成 :○～△

・ 専門医育成 :○～△

・ 準専門医育成 (かかりつけ医の準専門医化):△

・ 医師以外の専門従事者の育成 :△

。情報提供
― 診療GLの発行、普及 :◎

―標準治療の普及 :○～◎
― HPや講習会での情報公開、情報提供 :○

― 相談体制の確保 :△～○

・ 研究推進 :◎～△

…15-



アレルギー疾患対策

・ アレルギー疾患患者数の変化

・ 重症例、死亡例、入院数の変化

・ 医療費の変化

・ 過去の対策の効果

・ 患者からの要望

・ 過去5年間の活動内容

・ 今後の課題、今後行うべきこと

今後5年で行うべきこと①(医療体制)

★特に必要なもの、★★そのなかで特に重要なもの

・ ★専門医医療機関の整備、

・ ★病診連携の整備

・ ★人材育成とそれに対する援助

一専門医を増やす対策、専門医教育
二★★非専門医やかかりつけ医の準専門医化?(臨床
専門医?)

―専門看護師、専門保健師、専門薬剤師

・ 医療の標準化

現状、評価、課題
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今後5年で行うべきこと②(情報提供)
★特に必要なもの、★☆そのなかで特に重要なもの

・ 専門情報の普及、対策
―医師や医療関係者向け

・ 標準的治療方法の普及

・ ★原因把握や診断方法の普及

・ 相談窓口

―患者、家族、妊婦、一般 向け
・ 標準的治療、正しい治療や対応法の情報提供
・ 個々人に応じた原因への対策方法に関する情報提供
・ ★予防(発症予防)法の情報提供
・ 相談窓口

一学校や職場への啓蒙

今後5年で行うべきこと③(研究推進)
★特に必要なもの、★★そのなかで特に重要なもの

実態調査 から根治 治療開発まで、さらに発症予防ヘ

ー★★基盤となる疫学研究や実態調査の開始と継続、それに対
する援助

―★増加するアレルギーの要因調査と予防法の開発
―さらなるGLの整備、普及 (改定、新規作成など)

一★原因(アレルゲンなど)の診断方法の確立、標準化
一★減感作療法 (舌下免疫療法も含め)の確立と普及
一★★根治につながる治療法の開発
―★難治アレルギーの解明、対策、治療法
―★喘息死の実態調査とその対策 (高齢者、青壮年)

一アナフィラキシー対策、新規アレルギーヘの対応
一その他
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| マ ・アレル 委 の 17 )におけ の 価
蓮策の柱 平成17年策定の方向性等における日精 実施主体 具体的方衆 実 績 問題点 今後の検言1課題

1 医療等の提供

リウマチ

腱節破壊の進展阻上を目指した重症 {ヒ防止
に重点を置き,リ ウマチ活動期に選やかに寛
解導入を図る初期治象を実施する.

司能な限り入院 D者を減少させ、又は入院し
ても短期て退院し社会復li7て きるよう、適切
な入院医療を提供する

行政 (園

リウマチ管理に必要な医薇体騎の璧彙

リウマチ診燎に
'A通

したかかりつけFの書絨

おrnガ イドラインの改書τДびその番及

_● 円11域の根供

キ・422年度よりリウマチ アレルギー
'1'4藩

菫,ス の

=,Rを
可能にした

厚生

"鶴
書内HP「リウマチ アレルギー情ほ:に おチる

募薇従事者 騒究者向け僚■の公開

ガイドラインの敢訂:二 資する攀究の禁摯

上記(薇 蟷公開及びF● 生芳饉■学研究成奥の公開

蛯方 自治■との連携強 4し が必要
.専舞

=薇
体籠0螢籠が不十分

'

巖 L‐ 情彎に要すが必要

近●の生場学的製薦に対する薙見を驚まえたり節り,マ
チの6薇 ガイドラインの改:Tが必要

苺摯11埓の書及がHP公 開のみであり不十分

・専門医療体制の整備

例 :学 会等と連携した、標準的医療の
提供体制

・病診連携の整備

例 かかりつけ医や専門医‖1の連携

・医療の 1日 ユ化

例 診療ガイドラインの改 :T・ 普及

人材育成

例 かかりつけ医、石護師等の育成

専「 11占 組の普及

例 学会等との連携

行政 (地 方自治体 ) リウマチ管理に必要な夕贅体霧1の 整儡 '2自
お体で 他の自お

'や
,鰤会,と の■,,3って

.ヽ る

医療機関
学会等の関連団体

リウマチ管理に必要なF薇
^ヽ

1の 螢螢

リウマチ1参 薇に摯通したかかりつ ,ア の■餞

リウマチ■
'1の

医師の0欧

保

"“
著』饉 工11麟 ,の

'籠
■

`■
のn rt

診薇ガイドラインの改・T,びその書ユ

クリティカルバスの

“

〔

専P'11燿 の製

“

つウマチ財●における養●編
=の

壼定

嬌嬌曇 コ雷会,の J~縫

||11,■ について

1鮨 導 F a53ネ _■ P,7‐ (359“

t日 本リウマチ字全
=咸

22● 4月 現在 |
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(※ 詳細は資料2を参照 )
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厚
生
科
学
審

議

会
運
営
規

程

（平
成
十
三
年

一
月

一
九
日
　
厚
生
科
学
審
議
会
決
定
）

厚
生
科
学
審
議
会
令

（平
成
十

二
年
斑
令
第
二
百
八
十
三
号
）
第
十
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
こ
の
規

＾
程
を
制
定
す
る
。

第
五
条

一
審
議
会

の
会
議
は
公
開
と
す
る
ｒ
た
だ
し
´
曇
勝
す

る
こ
２
に
よ
り

個
人
情
報
の
保
護
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
又
は
蜘
的
財
産
権
そ

．の
他
個
人
若
し
一く
は
団
体
の
格
利
利
益
が
不
当
に
侵
害
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る

場
合
に
は
、
会
長
は
ず
会
議
を
非

公
開
と
す
る
こ
と
．が
で
き
る
。

２
　
会
長
は
、
会
誼
．に

お
け
る
秩
序
０
維
持

の
た
め
、
傍
聴
人
の
退
場
を
命
ず
る

な
ど
必
要
な
措
置
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
「
　

一

は
・、
次
の
事
項
を
含
め
、
議
事
録
に
記
載
す
る

員
及
び
専
門
委
員
の
氏
名

た
だ
し
、
個
人
情
報
の
保
護
に
支
障
を
及
ぼ
す

財
産
権
そ
の
他
個
人
若
し
く
は
団
体
の
権
利
利

れ
が
あ
る
場
合
に
は
、
会
長
は
、
議
事
録
の
全

こ
と
が
で
き
る
。　
　
　
　
　
一

の
全
部
又
は

一
部
を
非
公
開
と
す
る
場
合
に
は
、

に

・つ
い
て
書
事
要
旨
を
作
成
し
、
こ
れ
を
公
開

（分

科

会

の
部

会

の
設
置
等
）

第

七
条
　
分

科
会

長
は
、

必

要
が

あ

る
と

認
め

る
と
き

は
ヽ

分

科

会

に

，
諮

っ
て
郡

２

．
燎
柵

会
‥
置

討

』
ｔ
衆

い
款

¨
脇

ざ
」

卜

る
付
議

を

受
け

た
と

き
は

、

当

骸

付
議

事

項
を
前

項

の
部
会

に
付
議
す

る

こ
と

が

で
き

る
。
　

　

「

３
　

第

一
項

の
部
会

の
話

快
は
、

分
科

会

長

の
同
意
を

得

て
、

分

科

会

の
議
決

と

す

る

こ
と
が

で
き
る
。　
　
　

．

４

一
分

科
全

葺

は
、

泌

要
が
ぁ

る
と

一
め

る
と

送
・は
い

二
以
上

の
部

会

ｔ

合

桐

し

て
調
査
審

議

さ

せ
る

こ
と
が

で
き
る

一
　

　

・
」
　

　

　

　

　

　

・

（〈
‘
〓戯
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

第

一

る‥条

。

厚

生

科

学

華

議

〈
〓

（
以

下

「
審

議

〈
一
」

２
　
会
長
は
、
審
議
会
を
招
集
し
よ
．う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
期
日
、

場
所
及
び
議
題
を
委
員
並
び
に
議
事
に
関
係
の
あ
る
臨
時
委
員
及
び
専
円
委
員

に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。　
　
　
　
　
　
一

３
　
会
長
は
、
議
長
と
し
て
審
議
会
の
議
事
を
整
理
す
る
。

（審
議
会
の
部
会
の
設
一５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
．

第
二
条
　
〈〓
長
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
審
議
会
に
諮
っ
て
部
会

（分
科
会
に
置
か
れ
る
部
会
を
除
く
。
以
下
本
条
か
ら
第
山
条
ま
で
に
お
い
で

，
同
じ
。
）
を
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
」

２
　
会
長
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
．と
き
は
、
二
以
上
の
部
会
を
合
同
し
て
調

査
審
議
さ
せ．
な
こ
と
が
で
き
る
。

（諮
問
Ｑ
付
議
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

第
二
条
　
〈〓
長
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
諮
問
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
諮
問
を
分

科
ｆ
又
は
部
会
に
付
議
す
る
こ
と
が
で
き
る
。　
　
　
　
・　
　
　
　
　
　
・

（分
科
会
及
び
部
会
の
議
決
〉

第
四
条
　
分
科
会
及
び
部
会
の
議
決
は
、
会
長
の
同
意
を
得
て
、
審
議
会
の
議
決

と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。　
　
　
　
．

（会
議
の
公
開
）
　
　

　

　

　

　

　

・　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

・

と
い

つ

。

は

会
長
が
招
集

3         2           タロ
す 会  部 益 お  三 二 Tも 六́.⌒

る長 前 又 が そ 議 の 条 議
もは 項 は 不 れ 事 議 出 会 と  事
の 1の 上 当 が.録 事 席 議 す 審 録
と非 槻 部 に あ は と し の る 議

V
す 公 定 を 侵 る

｀
な た 日 ・会

る 開 に非 害 場 公 つ委
・時  に・°

もう・奮‐乳貪雹
:警 暴・恐 :諄 :

た 議 と る は す 項 臨 場  る
部 事 す お 知 る  時 所  議
分 録 る そ 的

° ‐委   事

-1-



（委
員
会
の
設
置
）　
　
　
　
　
　
．　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

１
第
八
条
　
部
会
長
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
部
会
に
諮
っ
て
委
員
会

を
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一
　

（準
用
規
定
）
　

　

　

．

第
九
条
　
第

一
条
、
第
五
条
及
び
第
本
条
の
規
定
は
、
分
科
会
及
び
部
会
に
準
用

す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第

一
条
、
第
五
条
及
び
第
六
条
中

「会
長
」
と

あ
る
の
は
、
分
科
会
に
あ

っ
て
は

「分
科
会
長
」
、
部
会
に
あ
っ
て
難

「部
絵

長
」
と
、
第

一
条
中

「委
員
」
と
あ
る
の
は
、
分
科
会
に
あ
っ
て
は

「当
該
分

科
会
に
属
す
る
委
員
」
、
部
会
に
あ

っ
て
は

「当
該
部
会
に
属
す
る
委
員
」
と

読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

（雑
則
）
　

　

　

　

　

　

´
　

・
　

　

　

　

　

・
　

・

第
十
条
　
こ
の
規
程
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
い
審
議
会
、
分
科
会
■
は
証
会
の
運

営
に
必
要
な
事
項
は
、
そ
れ
ぞ
れ
会
長
、
分
科
会
長
又
は
部
会
長
が
定
め
る
。

■2-



厚
生
科
学
審
議
会
疾
病
対
策

・部
会
運
営
細
則

（平
成
十
三
年

二
月
二
十

三
日
　
疾
病
対
策
部
会
長
決
定
Ｙ

．
厚
生
科
学
審
議
会
運
営
規
程

定
）
第
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
（平
成
十
三
年

一
月
十
九
日
厚
生
科
学
審
議
会
決

こ
の
細
則
を
制
定
す
る
。　

・

（委
員
会
の
設
置
）　
　
　
　
・

第そ〓疇掟岬姓酬畔整備最嗽跡動議卸袷置（劇杯
一部略一という∵）一一

一

（委
員
会
の
構
成
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

第に時」擬筆肇洸ド律姓翻辞鳥嫡確コ華豪ぎ軌謝矮一は轟町脚雌一̈
一

公
委
員
長

の
指
名
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
■
　

．

第
肇
肇

が
一罐
額
始
確
矮
嗜員
長
を
ｉ
ぐ
．
一
一貝
帳
は
、
委
・項
〓
矮
一貝
の
沖
か
」り
、
部

ス
会
議
等
）

．

第
四
条
　
委
員
会
は
、
・委
員
長
が
招
集
す
る
。

は
、
一委
員
長
囃
、
会
議
を
非
公
欄
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。　
　
・

２
　
委
員
長
は
、
会
議
に
お
け
る
秩
序
の
維
持
の
た
め
、
傍
聴
人
の
退
場
を
命
ず

嬌
ｔ
，ど必
要
を
喘
遣
一
と
る
こ
せ
が
で
き
る
一　
　
　
一　
　
・
ヽ

・
ｒ　

・

一
も六（嚇
姜
軸
付
〓
一
一
け

，
証
事
は
、
一

，
事
ｉ
ｔ
ｉ
ヶ
、
一
・
彗
に
計
載
す
る

一
　

会
議
の
日
時
及
び
場
所
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

二
　
出
席
し
た
委
員
会
委
員
の
氏
名‥

〓
一　
議
事
と
″な
つ
た
事
項
　
一

２．ぎ罐癖赫舞一漿釧夏け痛げ」政れ一嘲は畔螂わ螺禦趾岐鮮̈
権晩村

溢
が
不
当
に
侵
害
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
は
、
委
員
長
は
、
議
事
録
σ

・≒動韓ｎ， 『一開．ょ非一動繰け一‐こ全こ泄中一議一き報軒載一価”」ヽ
端̈
社娩＋

開
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
　

，
　

　

　

一

第」御会胸鏡̈
起確碩警訊錦のる．蜘詢いす」一にヽ
第．五条第
一貫なだし

・警̈
『特』］峰』け］一榊ほ̈

， 肛託「贖十一一設蒙勲Ｆ権饉爆阻．

一
　

　

　

一
　

　

．
　

　

　

　

´

　

　

　

‘

　

　

　

　

．

第
八（御
一
胸
鍬
”
Ｆ
”
一
ヽ
』
Ｆ
労 …」
省
一
【
肛
妊
″
一

策
計
」
〓
ド
一
編

括
し
、
．

及
び
拠
理
す
略
「　
　
　
　
　
一

六
雑
則
）
　

　

　

　

，

第
九
探
　
・こ
の
細
則
ｔ
定

‥め
る
も
の
の
ほ
か
い
部
ミ
又
は
委
員
会
の
運
営
に
必
要

・竜
事
項
‐―ま
、
郡
会
長
叉
植
委
員
長
が
定
め
…る
。



参考資料2

リウマチ・アレルギー疾患の受療者数について
～その1～

気管支喘息関節リウマチ

リウマチ・アレルギー疾患の受療者数について
～その2～

アトピー性皮膚炎

厚生労艦 患者調査より

アレルギー性鼻炎

厚生労働省 患者調査より



参考資料3

リウマチ・ア レルギーにかかる近年σ)ガ イ ドライン等について

◎リウマチにかかるガイドラインについて

1関∫市リウマチ (RA)|、1好|」
‐
ろTNF`|[キ |:療 法施行 /Jイ

|ヾ ライン (剰「改 l:「 1板 )|

イこイサ
i : 

1`4ルt22イド9サ l l ll

作り茂 :||1本 リウマチ学

`や

(厚生労働科学研究での研究成果を反映)

和J鮮〔:lif坂 flキ ′、と (嗜で,i〔 |り :千 1 ili fl大
′
浄) 1也

開節 リウマチ (lく A)|、 i毎|す るアグリムマ グ使りllガ イトラ fン
|

イЁ

`「

 : 1`4,,t20イ 117 サ1 21 11

“

1)皮 :|14く リウ 、′チ学会 (ltFi4L労働科学研究でσ)研究成果を反映)

れ轟鮮こ:11f l'(lIキ ン (1〔 りi(|え lNIJl fl人
′1) 

“

ム

|;Jlliり :ン 、′′‐(1く A)|=無 1‐ 1‐ ろ |ヽ シリス‐、′ノitサ ll力 r卜
1'ィ ン (改 ii「 1阪 )l

`卜

i li: 
｀
141北 22イ11711 i31 11

作ルti llト リウ‐、′i7・ I会  (厚イli労働科学研究でυ)研究成 果を反映 )

れ11,こ :キ if'ソて:IL´ (1〔 京|ツ

`千

1 11l rl大学) 111

11剛 節 リウ 、′r‐ ′ィ)り

`|に

おけイ)メ トトレキ‐リー ト (MTヽ )`iら 療ガィドr'イ ン
|

`さ

イ, : 1`4ヵ支22イ 118り l l〕 I II

作,茂 :日 本リウ |́づ″
学会 (厚生労働科学研究でσ)研 究成果を反映)

編集 :タイ,イく||(りt(1(7111大学) 他

11上 rさ ん″)′:ν )υ )1爛 節リウ‐ヽ′チ治りまガイド
f'イ ン

|

イ港

`1: : 14ヵ

k 18 イlt i3 '1 1()||

141,茂 :サ lイ

‐
卜11″ t人 |1本 リウ 、́′・7‐ ;1イ |、

11

肝f:1ぢ :1■ 7JI「准ヴ、(人 pズ
1ケ午夕ヽ1)iド完)   f也



(参考)

「
1川節 リウマチの診療マニュアル (改訂版)i診りiの マニュアルとE13Mに基づく治療ガイ ドライン」

`と

イテ:平成 16イ 114月 1日

作成 :サ
'「
生労llllllfl学研究

監修 i lljk智 隆リノ、(大 阪瞥察り,i院)  他

1線維筋lLり1:!珍療ガイドライン 20091

チこ

`Jl: 

1`4,文 22イ 113り 1 31 11

14:,,文 :サヴノ
li.リタillll千 1 1irillli究

監|夕 i lllH岡 久′F樹 (り 11マ リアンナ1欠 fl.人
rr)lL

(71i:線剰i筋力liりilを リウマチ|'‖ illl疾 ,1よ に多〉類二|~る かどうかIL`|た 1論 υ)`ヽ 1山 がル)る とこイ)で ある )



◎ア レル ギー疾患 にかか るガイ ドライ ンについて

1.ア トピー111皮 膚炎について

(医師対象 )

|ア トし1-1ツ li皮 1悔 炎li分 り京ガイ ドラインJ

`こ

子1 : 141jt 2 1 イ|:

1411,t:|1本 皮1古 fl・学fゃ

‖fi修 :ll「 サ111曽子争 (り t,111人 '1)、 14111rlあ 欠 (11[京 入学) 側1

1/ト ビ‐
Jフ 11皮 1荷 炎li多 り4(ガ イドライン 2()0()|

`0子

「 : 1`4ヵt21 イ「

(41,友 :|1本 シ
′
レ′し:ヽ■

'卜 ′:

監1与 :サ 1山  ルサ|(人阪 入学)、 力|∫ 野ド場 (「^漿 大学) 11L

I'′ 卜|:-14i,セ 1朽 炎7台り11カ イ |ざ

f′

fン 2()081

`Ё

il i｀ 14,′k2()イ li

f41,,tiサ
lF′

li′ソj illl千 1rr何「
′
ずli

‖filぢ :河野F易  (「 性大学 )、 山本ケ「|||:(広 島 大学 )

(医療従嗜「者対象)

|‐ ,′ トヒーー
1ツ 11,セ 1村 炎(o&A  I■ メ|オ ィカ′レグ,1)者 |li専 υ)た ν)に 一

|

`益 `| : 

|`′ llk 19 イト:夕 ||

14il,k:サ 'F′ li′ソj・
lllll千 1′ F:石りF`ヒ

賄|ぢ :||1本 ケ|‖ |:(広「ル大学 )

(患者対象 )

|セ ルフケ
~/り‐ヒ レ

´
トヒー

|フ |:皮 膚炎 (小 児・llk人 )|

イこ

`jl : 

1`4,,t 18イ 11 10 サ|

(4:ルtiサ |ノ
:′ li′ソナillll「 |′ :11iサ 14′ピ

輛ilぢ :秋 山 ^リリ (独 アヽ行政氾:人 1可 ハヾ埼院機構桐||ギ:ルI"il塊 )

(そ の他のガイ ドライン等 )

「フ'ラ イマ リケア版  |「麻疹 。liLl'T14i浮ガlll υ)7チ
)ザ1(ガ flぐ ライン

|

`こ `,1 : 

1ヽ4ヵ支 19イ 11 1 '|

ll],え :ナ 三ヽ′liツタllllllイ |′

｀
|イ

:イ〃Fτじ

留i修 :r:‐ 7 1ilttr准 (リ ヒ̀州 大学大学院 |べ学研究科皮膚千1ダI教授) 他



「接触皮膚炎診療ガイ ドライン」

多とイ「 : ヽ「 ルt21 イli

14fチ ,え : ロイヾ′支ム7千1`i`イミ

監修 :高 |||かおる (1〔 京|クlfl´ ‖lrl・ 大学) 他

2.1カ |′日、に/つ いて

(医師対象 )

「叫|1也、ル防・管F1/7イ |「フイン 20091

`吝 `「

 : 1`41Jえ 21 イli

(4:ナJk:日 本アレルギー学会

‖f:修 :日 本アレルギー学会

|′ トリll負tll:支 叫il′日、治りril・ ャン ||ガ
′rト ライン 20()81

`さ `j : 

1`句 ,k20イ 1112'1 1311

イ4:′ ′ヽ :|1本ノ
lヽ リユアレルギー学会

Wi修 :ノ,71ヽ ||1毎文之 (`」いアイ,政 法人い1ヾ′1)iFtl幾 1占 卜′占:′ ltり ,il続 :)

西||‖ t'諄 (独 立イ,政 法人1呵 サlil院 機構絆

`1司

病院 )、 森川|1召 漕i(群馬大学)口 |

| ;股麟:ルネ(|ク :υ )た め
`ノ

リ叫||′ liト イ)庁 ブブイ |ヾ ライン顕)071

イトi li : 1`4,′支 19イ li

作成 :「 1本アレルギー協会

慌1多 :γ f本‖召||:(!1本 臨床
‐
,′ レルギーリ矢1上 (サ |′′七口i)、 タリ1111松 1,I(lk京 共‖I大学 )

「アレ/Lギ ーー (牛午に気(1↑ 芝111,ほ )″ )テーーラーーメィ |(7台り111+メ ||カ イトライン́ (,ルt案 )|

イトイl: 1`句′t22イ li 3サ |

作成 :す
.F/li労働科学イJ「 究

監修 :iI藤直実 (岐 |卜.大学)

(医療従事者対象 )

「薬剤師のための叫||′也、
「 防・管メ||ガ イ ドライン概要 |

発イ:■ 1ヽ41戊 21イ li

作成 :厚 4L労働不1●口JF究

監修 :須甲松信 (東京itaf大学 )



(患者対象 )

「セルフケアナビぜんそく (成人川) QOLの 向上を目指 して」

`Ё

イ予 :514ルt21イ li`1 '1

作成 :厚
`ll労

働flギ研究

瓶11集 :秋山一りj(独 立Fi政法人口1立 lll航 機構‖1模原

"i院

″i院 )

il`ル フケフ
´
ナビぜんそく (小 りtlり 11) じぶんでできるかなJ

`僣

子テ : 1ヽlヵ文 18イ 119 り1

(41ヵ k : サlF/L:ち・lllllイ 1・
イ
11イ iサ |イに

和語Fl:秋 山 ‐リリ (独 立′illfr法 組 11サ病1完機構桐1棋力|("il完 力)i院) 他

「‐
lf´ルフヶァ lり ビ`1ど ん'1( け|`り 1・ 幼児) 13′までできZ3こ と」

発′1■  14ルt20イ 112 'I

作,茂 :り
:F/littlllll千

1′

'r何
F究

編集 :秋 ||| 
‐リリ (狐 tウiil,t″ t kl11ヾ′ムヽわ,t機構‖||ギ :サ !|〔 病院ムヽド走) (1上

:3.シ
´
レルギー|フ |:鼻 炎 |、1→ い (

(医 自F対象 )

「鼻アレルギーli'電 1ガ イ ド='イ ン 2(X)1)イ lillk(」支ll「

'lj(,lllt)J
イ:ヽ 子J : 1`4,茂 12()イ |: 11 サ|

(4:ナ茂 :|た
‐

'・

し′L Ar__liら り11〃 f卜 :'イ ン|`:り ,k右 li lt

(医療従
'卜者対象)

|=,メ ブ■ィカ′Lが
'11ン

)〔 お :ヽ /itヽ 1仁 |`)り 11グ )||:| い知|「it‐ヒ7イ ツ

`(・

セ′レツウ‐
‐
ノ・」

発il●  1ヽ4成 19イ 11 1 11

(41,,t:り lr:rli′ソクllll千 1′

｀
itlll「

′
ゲi:

監修 :人 久保公裕 (||へ |ケ■1人
だ
許)

(患者対象 )

12()09イ li版 アレルIV―性 |「 炎〃イド|

`吝

イ」
: : 

1`4ルt20 イli ll サ|

141,′k:ヴュラ
′
レ′レヘ'―

―診り京カイ |ヾ
「
'イ

ン14:,,kttitrゃ

監修 :ナ‖j場庁i太郎 (`it協 大学ll`lll l・ ll fl気 tl十 食ittfl′学教授 )



4.食物アレルギーについて

(医師対象)

1食物
~'′

レルギーの診療の 手引き 2()08」

イとイ1 : 1`4,,文 20イ [i12'1 23 11

作成 :l'F′ littllllllfl′
｀
口〃F究

響

`:修

:海 詢畢ブこ′((`Jt t`子 政濠:人 111立病1完1幾 1出相1棋力|れ
'i「

完) 1山

1食物アレルギー診療ガイドライン20051

`0(1 : 

1`411t 17イ 11 11 サ1 19 11

(411,t:||へ ′
lヽ 児アレルギーイト会

監|ぢ il出 |||1徳 r・ (|11受 記念病院 )、 lll・ lllll i憔 (独 ′ヾ

`:J女

法人|11、アリ,ittlltl‖ 絆11岡 病院 )

1食物アレルギー経日負

`れ

試験ガイド
r'イ ン 2()091

`益

率I : 1`4ルt21 イli/1 サ1 17 11

“

:1茂 :|1本 小児アレルギー学会

監|ち :′ itり ll″ :サ
三ヽ月t(″泰|[1保 1//11術

′
li人

が
I:)、  1111111`志 l′ (11141:111′縁力)il続i) lL

(医療従学者対象 )

1食物 ノ′レルギーの栄旋1旨導1/9「 り|き 2()()81

イト71 : 1`4ルt20イ li 12り 1 2:;||

141り ′t i liF′ liヴ

`′

lllllflオ γ:イリ:究

監1ケ :′)り |:ク リ,t(イ虫、アイl ll文 浮t人 I11、ア1'il眈 1畿 1占 ||||ギリ|:病 1完 ) llll.

(患者対象)

|セ ル |′ ケア‐

'‐

ビ食物アレルギー お
′
ち〔ごできる■ ||

`6`「

: 1`41,文 20イ 112り |

作成 :l'F/littllllllfl●許イJ「 究

称i集 i秋 |ll・ りj(独 アヽ行政法人|いアリ,il完機構有|1史 原り,11続 ;病 1続:) 他

5.|1艮 fl,失患に/)い て

(医師対象 )

「アレルギー性絆i膜り失患 1診療ガイドライン
|

;6イ |: : 1`41,文 18イ112 ナ|

作成 :|:1本 ‖民不1・
rF会

監修 :人りr lll‖ 召 (北 7111道 大1許) 他



6.ア レルギーリう(患総論について

(医師対象 )

|ア レルギー性疾 1き  !珍‖りi・ 治療ガイ ドライン 2()071

```ji : 

｀
|=1丈 19イ li

f(1,支 :|1本 アレルギーrF会

嘱:|ぢ :西 ||ll i憐 (独 立i,政法 人1可 立71111院機構絆I岡 病院

"i院

)



参考資料4

リウマチ・アレルギー対策委員会

報告書

平成 17年 10月

厚生科学審議会疾病対策部会

リウマチ ロアレルギー対策委員会
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は じめに
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2.今後の リウマチ対策について
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は じめに

リウマチ・アレルギー疾患の現状

リウマチ、気管支喘息、ア トピー性皮膚炎、花粉症、食物ア レルギー

等の免疫ア レルギー疾患を有する患者数は、厚生労働科学研究等によ

ると国民の 30%以 上にも上 り、今後も増加傾向にあるとされている。

しか しながら、一般的に、免疫ア レルギー疾患の病態は十分に解明さ

れた とはいえず、効果的な対症療法はあるものの、根治的な治療法は

確立 されていない。

そのため、必ず しも患者の生活の質 (Qudity Of Life:以 下「=QOL」

とい う。)の維持向上が図られていない。

委員会の設置の経緯等

これまで、厚生労働省では、 リウマチ 。アレルギー対策として、研究

の推進や研究成果を活用 した普及啓発等 を実施 してきたが、必ず しも

戦略的に推進 されてはお らず、患者への医療提供等について、患者の

ニーズに対応できていない面があつた。そのため、今後の リウマチ・

ア レル ギー対策を総合的かつ体系的に実施するため、厚生科学審議会

疾病対策部会の専門委員会 として リウマチ・ア レルギー対策委員会が

設置 され、 リウマチ対策及びア レルギー疾患対策の方向性等 について

審議 を行つた。また、厚生労働省健康局長の私的検討会 として リウマ

チ対策検討会及びアレルギー対策検討会が設置 され、リウマチ対策及

びアレルギー対策の方向性等に関す るより専門的な検討が行われた。

本委員会においては、平成 17年 3月 より現在に至るまで、① リウマ

チ・ア レルギー対策の基本的方向性、②研究の推進、③医薬品の開発

促進等、④医療提供体制の確保、⑤患者QOLの 向上と自立等、⑥情

報提供 。相談体制、⑦患者を取り巻く環境の改善、③関係機関との連

携、等について議論を重ねてきた。

○

○

今般、これまでの議論・検討の結果を取 りまとめたので、ここに報告する。



I.リ ウマチ対策につい

リウマチ対策の現状と問題点

(1)我が国におけるリウマチ対策の現状

(1)リ ウマチ患者の動向

本報告書において、 リウマチとは関節 リウマチをい う。聞き慣れた病

名ではあるが、その病因 。病態は未だ十分に解明されたとはいえず、効

果的な対症療法はあるものの、根治的な治療法が確立されていない。

そのため、症状は継続的に悪化する傾 向があ り、患者によっては、強

い疼痛や上下肢の機能障害、継続的な治療 と薬剤の投与による副作用な

どによるQOLの 低下がみられる。

我が国における関節 リウマチの有病率は 0.33%で 全国患者数は約

60万人 と推計 されてお り 、人 口構造の高齢化等 も影響 し、患者数は

年々増加する傾向にあるとされる。

(2)主 な リウマチ対策の経緯

(ア )厚生労働省におけるリウマチ対策

厚生労働省においては、平成 9年に公衆衛生審議会成人病難病対策部

会 リウマチ対策委員会より、「今後の リウマチ対策について」(中 間報告 )

として、調査研究の推進、医療の確保、在宅福祉サー ビスの充実、医療

従事者 の資質向上t情報網の確保促進 とい う観点から今後の施策の方向

性が示 され、現在までに、免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業によ

るリウマチの病態解明、治療法の確立等のための研究が進められている。

その研究成果はシンポジウム、パンフレット等によって情報提供 され

るとともに、平成 16年 12月 から厚生労働省のホームページ上に 「リ

ウマチ・アレルギー情報」のページが開設 され、正 しい情報の普及の強

化が図 られている。

(http://、 nttv.mhlw.gO.jp/new― infO/kobetu/kenkou/ryumachi/index.html)

また、都道府県等の保健師等を対象に した 「リウマチ・アレルギー相

談員養成研修会」が実施 され、地域における相談体制の確保促進が図 ら

れている。

医療機関等における適切な診断・治療法の普及のために、関係学会等

'1 居村茂明 :疫学と患者実態.厚生省長期慢性疾患総合研究事業平成 9年度研究報告書
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との連携により、「関節 リウマチの診療マニュアル」 等の診療ガイ ドラ

インが作成 され、医療機関等に配布 されている。

また、平成 8年 よリリウマチ科の自由標榜が認 められ、平成 14年現

在、リウマチ科の標榜施設は病院 と診療所を合わせて 4, 116施 設と

なつている。

(イ )地方公共団体におけるリウマチ対策

都道府県におけるリウマチ対策は、地域の特性に応 じて自治事務 とし

て取 り組まれている。 しかしながら、現時点においては、各都道府県で

リウマチ患者に関する調査等は行われてはおらず、患者の実態が十分に

把握 されていない可能性がある。また、 リウマチに関する相談、普及啓

発については一定程度実施 されているものの、ほとんどの都道府県にお

いて計画的かつ十分な対策は行われていない。 (表 1)

(ウ )リ ウマチに関する専門医療等

昭和 61年 2月 、 日本 リウマチ学会によリー般診療の質の向上を図る

ためリウマチ登録医制度が制定され、昭和 62年 11月 に日本 リウマチ

財団に移管 された。平成 17年 6月 現在で リウマチ登録医の数は 3, 8

58名 である。また、専門医療の向上を図るため、日本 リウマチ学会及

び 日本整形外科学会において認定医制度が導入 されている。 日本 リウマ

チ学会の指導医は455名 、専門医 3,337名 (平成 17年 6月 現在 )

で、 日本整形外科学会の認定 リウマチ医は 4, 735名 (平成 17年 3

月現在)である。ただし、 リウマチ専門の医師の数については、都道府

県間で偏在があるとの指摘がある。

さらに、 リウマチ・アレルギー疾患に関する診療、研修、研究、情報

などに関する高度専門医療施設 として平成 12年 10月 に国立相模原病

院 (現 国立病院機構相模原病院)に 臨床研究センターが開設され、平

成 16年 4月 か ら理化学研究所横浜研究所免疫・アレルギー科学総合研

*2 
『関節リウマチの診療マニュアル (改訂版)診断のマニュアルとEBMに基づく治療

ガイ ドライン』

発行 :平成 16年 4月  作成 :厚生労働省研究班

編集 :越智 隆弘 (相模原病院院長)他



究センターと共同で、研究が実施 されている。

(2)リ ウマチ対策における問題点

我が国においてはこのような リウマチ対策が実施 されてきたが、これ

らの対策は必ず しも戦略的に推進 されてはおらず、患者への医療提供等

について患者のニーズに適切に対応できていない面があり、問題を残 し

ているといえる。

(1)医療面の問題

(ア )重症 リウマチに対する対策

○ 重症 リウマチの状況

リウマチの長期経過 を考えた場合、通常、比較的症状や機能障害

の軽い場合 (軽症 リウマチ)と 高度な炎症が持続 し関節破壊が急速

に進行する重症の場合 (重症 リウマチ)が あ り、重症 リウマチはリ

ウマチ患者の 30-40%を 占めているといわれている。

平成 14年の患者調査によれば、関節 リウマチの患者の うち入院

治療を受けている患者の害」合は約 20%で ある。 (図 1)ま た、平成

11年に実施 された リウマチ友の会の調査では、入院患者の うち長

期間 (3ヶ 月以上)入院 した者の割合は 22.0%で あ り患者のQ
OL低下の大きな要因となつている。

○ リウマチ診療における問題

医療技術等の進歩により、 リウマチの治療においては、メ トトレ

キサー ト (MTX)等 の抗 リウマチ薬の積極的な使用及び生物学的

製剤の登場並びに人工関節を中心 とす る外科的治療の進歩が図られ

てお り、寝たきリリウマチ患者の減少に寄与 している。

しか しながら、 日本の リウマチ診療は総体 として欧米水準 と較差

はない ものの、ここ数年抗 リウマチ薬の開発や承認の遅れによる診

療内容への影響が指摘 されているところである。

(MTXの問題)       ｀

他の国では最 も有効で安価な薬剤の一つであるMTXが リウマチ

に使用されているが、我が国においては、

・添付文書上投与量が 8 mg/Weekの制限つきでの使用
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・添付文書上過去の治療において他の抗 リウマチ斉J等 により十分

な効果の得 られない場合に限られている。

等の制限がある。そのため、MTXを 中心 とす る治療が徹底できな

かったために重症化 した リウマチ患者がいるとの委員の意見がある。

(生物学的製剤の問題 )

このような医療の状況の中で、抗 リウマチ薬に抵抗性のあるリウ

マチに対する生物学的製斉」の使用が可能 となったが、MTXの 増量

に制限がある現在の状況では、抗 リウマチ薬による十分な治療評価

が行われないまま、比較的早期に生物学的製剤が投与 される可能性

があるとの意見がある。

また、欧米において リウマチ患者の初期治療の重要性が指摘 され

ているところであ り、 日本 もこれに対応できるよう、今後、医薬品

の薬事法上の承認内容の変更の検討や、それに伴 う早期 リウマチに

対する適切な診断・治療法の確立が課題 となっている。

(イ )治療法の有効性評価と新薬導入

現在使われている薬剤や治療法の効果の評価 (市販後医薬品の効能評

価)については、医薬品の内容に応 じた全例調査を義務づけてお り、

特に生物学的製斉」の使用による結核等の感染症の問題や間質性肺炎等

その他 の有害事象を検出す る体制を整 えているところであるが、この

システムで得 られる知見をより効果的に臨床研究や新薬開発に繋げる

ことができないかとの意見がある。

また、海外か らの新薬導入 (開発及び承認)が遅いことか ら、欧米諸

国に比べて十分な治療ができていないとの意見がある。

(ウ )患者の実態把握

リウマチ患者の実態については、必ず しも十分に把握 されておらず、

有効な治療法の確立に必要な調査や情報収集が不十分である。

(工 )適切なリウマチ診療の可能な医療機関

リウマチ診療の可能な医療機関の立地については地域により様々であ

るが、より身近な医療機関でリウマチ診療が行われることが望まれる。
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(オ )リ ウマチの診療に従事する医師の更なる資質の向上

厚生労働省では、厚生労働省研究班 と学会等 との連携により作成 した

診療ガイ ドラインの普及を図つているが、必ず しも全ての医療機関に

おいて診療ガイ ドラインを活用 した標準的な医療の提供がなされては

いない。

また、リウマチは全身の各臓器にわたる病変を対象 とする疾患である

ため、専門の医師の育成にあたっては、内科医、整形外科医等が縦害J

りで診療・教育を行 うことなく、幅広い知識を習得する必要がある。

(2)研 究面の問題

リウヤチの疫学、発症予防法の確立、早期診断法や新規治療法の開発

等については、国を中心に積極的な取 り組みが進められているが、その

病態等は未だ十分に解明されているとはいえない。

研究実施状況 と tノ てはヽ明確な 目標設定とその達成度を適正に評価す

る体制が不十分であるとの指摘がある。
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2.今後の リウマチ対策について

(1)リ ウマチ対策の基本的方向性

(1)今 後の リウマチ対策の目標

国の リウマチ対策の目標 としては、 リウマチに関する予防・治療法を

確立 し、国民の安心・安全な生活の実現を図ることにある。

しか しながら、現段階では先に述べた① リウマチ医療、② リウマチ患

者のQOL、 ③研究の推進 といった点について問題点があるため、これ

らの問題の解決を図るためには、施策の優先 日標を定め、 リウマチ対策

を効果的に講 じる必要がある。

「リウマチ重症化防止策の推進」

約 60万人といわれているリウマチ患者の約 30-40%が 重症 リウ

マチ といわれている。 リウマチの根治的な治療法が確立 されていない

状況の中で、その上下肢の疼痛、機能障害の進行 を防止 し患者の生活

の質 を向上 させ るためには、早期診断法や有効性の高い治療法開発の

推進 、適切な医療を効率的に提供できる体制の確立、相談や情報提供

等患者 を取 り巻 く環境を整備 し、 リウマチ重症化防止を目指す必要が

ある。今後、 リウマチ活動期初期における早期治療法の確立により、

可能 な限 り入院患者数を減少又は入院期間を短縮することによって、

患者のQOLの 向上を図る。

このような取 り組みに重点を置きつつ、長期的視点に立って リウマチ

疾患の予防及び根治的な治療法の確立のための研究の更なる推進等を進

め、 リウマチの克服を目指す。

(2)国 と地方公共団体との適切な役割分担と連携体制の確立

上記 リウマチ対策の 目標が達成 され るためには、国と地方公共団体、

関係団体等における役割分担及び連携が重要 となる。

国 と地方公共団体の役割分担については、 リウマチの特性及び医療制

度の趣 旨等を考慮すれば、基本的には、都道府県は、適切な医療体制の

確保 を図るとともに、市町村 と連携 しつつ地域において正 しい情報の普

及啓発 を行 うことが必要である。一方、国は地方公共団体が適切な施策

を進めることができるよう、先進的な研究を実施 し、その成果を普及す

る等の必要な技術的支援を行 う必要がある。
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また、このような行政における役害1分担の下、厚生労働省は患者団体、

日本医師会、 日本 リウマチ学会、 日本整形外科学会、日本小児科学会、

日本 リウマチ財団等関係団体並びに関係省庁 と連携 してリウマチ対策を

推進 していくことが必要である。

(2)リ ウマチ対策の具体的方策

上記の方向性 を具体的に達成す るため、今後 5年 (平成 22年度)を
目途に重点的に取組を行 う具体的方策は以下のとお りである。

今後の方向性

○ 医療等の提供

現時点では、 リウマチに関する完全な予防法や根治的な治療法は開

発 されていない。このため、予防法や治療法の開発は重要であるが、更

に患者のQOLの 向上を図るために、当面は関節破壊の進展阻止を目指

した重症化防止に重点をおき、 リウマチ活動期に速やかに寛解導入を図

る初期治療を実施するとともに、人工関節を中心とする外科的治療の進

歩等を踏まえ、可能な限り入院患者を減少 させ、又は入院 しても短期で

退院 し社会復帰できるよう、適切な入院医療を提供する。

その際、初期関節炎を罹患 している患者の リウマチ鑑別診断を的確

に実施することにより、早期診断を実施することが望まれる。

○ 情報提供・相談体制

国及び地方公共団体は、患者を取 り巻 く生活環境等の改善を図るため、

患者 自己管理手法の修得、情報提供体制の確保や相談体制の確保のた

めの対策を講 じる。

〇 研究開発等の推進

リウマチ対策研究の基本的方向性 としては、早期診断・早期治療等に

よる重症化の防止に対する取 り組みに重点をおくとともに、有効な治療

選択法のための情報収集体制について検討する。

なお、長期的視点に立ち、 リウマチの予防法と根治的な治療法の開発

を進め、最終的にはリウマチの克服を目指す。
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(1)医療等の提供

(ア )かかりつけ医を中心とした医療体制の確立

○ リウマチ管理に必要な医療体制

。 国においては、 リウマチにかかる医療体制を確保するため、 日

本医師会等医療関係団体や関係学会等と連携 して、診療ガイ ドラ

インの改訂及びその普及により、地域の診療 レベルの不均衡の是

正を図る。また、地域におけるリウマチ対策の医療提供体制のあ

り方について事例集を作成 。配布 し、都道府県等への普及に努め

る。

。 このような国の取組みを踏まえ、都道府県においては、医療計

画等を活用 して、地域におけるリウマチに関する医療体制の確保

を図ることが求められ る。また、適切な地域医療の確保の観点か

ら、地域保健医療対策協議会等の場を通 じ、関係機関との連携 を

図る必要がある。

リウマチ患者に対 しては、安定期には リウマチに精通 した身近

なかか りつけ医が診療 し、重症難治例や著 しい増悪時には専門的

な対応が必要である。そのため、基本的には医療圏毎に リウマチ

診療の専門機能を有 している医療機関が必要である。また、 リウ

マチはほぼ全身の臓器 に係わる疾患であることから、このような

専門医療機関等を支援できるよう都道府県に 1カ 所は集学的な診

療体制を有 している病院を確保す る必要がある。また、小児 リウ

マチの医療体制の確保 については、必要に応 じて、周辺都道府県

と連携 してその確保を図る。

機能障害の回復や低下を阻止するため、 リウマチの リハビリテ

ーションを行 うことができる環境の確保 を図 り、併せて難病患者

等居宅生活支援事業の活用を図る。その際、地方公共団体にあつ

ては、高齢者が寝たき り状態になることを予防するために実施 し

ている地域 リンヽ ビリテーシ ョン推進事業、老人保健法に基づ く機

能訓練の活用や介護保険制度に基づく介護サービスの活用等 も考

慮 し、地域におけるリハビリテーション体制の確保に留意するも
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(イ )人材育成

○ リウマチ診療に精通 したかか りつけ医の育成

。 診療ガイ ドラインに基づ く治療を行 うことにより、患者のQO
Lを 向上させ、効率的かつ適切 な医療の提供を促進できると考え

られることか ら、国においては、 日本医師会等医療関係団体や関

係学会等と連携 して、診療ガイ ドラインの普及を図ることで、 リ

ウマチ診療に精通 したかか りつけ医の育成に努める。

・ 医学教育においては、全国の医科大学 (医学部)の教育プログ

ラムの指針 となる 「医学教育モデル・コア・カ リキュラム」にお

いて、「関節 リウマチの病態生理、症候、診断、治療 とリハビリテ

ーションを説明できる」等の到達 目標を掲げていることから、各

大学においてはtこ れに基づいた教育カ リキュラムを策定し、そ

の充実を図ることが必要である。

・ 臨床研修においても、現在、経験 目標の 1疾患として リウマチ

が取 り上げられてお り、プライマ リケアの基本的診療能力 として

その正 しい知識及び技術の修得が求められている。臨床研修を受

けている医師は自らリウマチ診療について経験する必要がある。

。 日本医師会において実施 している医師の生涯教育においては、

今後 ともよリー層 リウマチに係 る教育が充実 されることを望みた

い 。

。 小児 リウマチ診療に携われる人材の育成について、 日本小児科

学会の取 り組みが望まれる。

○ リウマチ専門の医師の育成

。 リウマチ診療の質の向上及び都道府県間におけるリウマチ専門

の医師の偏在是正を図るため、関係学会におけるリウマチ専門の

医師が適切に育成 され ることが望まれる。また、 リウマチ診療は

全臓器に関わる診療 となるため総合的な リウマチ専門の医師の存

在が重要 と考えられ、関係学会において、そのような専門の医師

の育成について検討することが望まれる。

10-



。 また、 日本 リウマチ学会の専門医と日本整形外科学会の認定 リ

ウマチ医の認定の基準や方法等においては、専門医の在 り方を踏

まえつつ、当面求められる専門的な薬物治療や手術の予後に関す

る知識等両分野に共通 しうる事項か ら、統一 していくことが望ま

しい。

○ 保健師、看護師、薬剤師等においても、 リウマチ患者に適切に対

応できるよう、知識・技能を高めてお く必要がある。また、保健師、

看護師については、 日本看護協会の研修において、今後 ともよリー

層 リウマチにかかる教育が充実されることが望ましい。

(ウ )診療の質の向上

○ 診療ガイ ドライン

・ リウマチ医療を提供する医療機関が、適切な治療法の選択や薬斉J

投与による副作用の早期発見等の適切な医療が実施できるよう、

早期 リウマチの診断及び治療を含めた診療ガイ ドラインの改訂及

びその普及を図る必要がある。併せて、有害事象の知見を踏まえ、

生物学的製斉Jの適正使用ガイ ドラインの作成について検討する必

要がある。

。小児 リウマチの診療の質の向上が図れるよう、小児 リウマチの診

療ガイ ドラインの作成について検討を行 う必要がある。

○ クリティカルノくス

・ リウマチ患者が入院治療を受けた場合、適切な入院医療を促進

するため、 リウマチ診療を行 う病院は、病態別重症度別のクリテ

ィカルパスの普及に努めるべきである。

○ 専門情報の提供

。 リウマチに関する研究成果等を踏まえた専門的な医学情報につ

いては、国は関係学会等 と協力 して必要な情報提供体制の確保 を

図る。また、専門医療機関等からの相談に対応できるよう国立病

院機構相模原病院臨床研究センターに相談窓口を設置する。



(2)情報提供 口相談体制

(ア )自 己管理の促進

○ 自己管理する内容

患者及び患者家族が管理することが望まれる主な事項は以下のとお

りである。

・ 生活上の注意点

・ 疾患の重症化予防法、治療法及び副作用に関する正 しい知識

。 自己の疾患活動性に関する正 しい評価法

○ 自己管理の修得法の普及

。 国は、 日本 リウマチ学会等 と連携 し、上記内容について効果的

な教育資材等を作成 し、都道府県等や医療従事者等に配布する。

。 このような国の取組を踏まえ、都道府県等においては、「リウマ

チ・アレルギー相談員養成研修」を活用 し、都道府県医師会や

関係学会等 と連携 して研修会を実施する等 して、職域や地域等

における自己管理手法の普及を図ることが求められる。

。 また、市町村においても、都道府県等 と同様の取組 として、保

健指導等の場を効果的に活用 し、 リウマチの自己管理手法の普

及等を図ることが求められる。

・ 医療従事者においては自己管理手法の普及について正 しく認識

し、医療機関において指導を実践することが望ましい。

(イ )情報提供体制の確保

○ 国民及び患者にとって必要な情報

国民及び患者にとって必要なリウマチに関する主な情報は次のとお

りである。

・ リウマチに関する一般疾病情報

。適切な治療や薬斉]に 関する情報

。研究成果等に関する最新診療情報
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。 医療機関及びサービスの選択にかかる情報

○ 情報提供手段

・ 正 しい情報を効果的かつ効率的に普及するためには、インター

ネ ッ トのみならず、パンフレッ ト等を活用 した情報提供が必要で

ある。

。国においては、適宜関係学会等 と連携 し、ホームページやパ ン

フ レッ ト等を活用 して、最新の研 究成果を含む疾病情報や診療情

報等を都道府県等や医療従事者等に対 して提供する。

・ 地方公共団体においては、国等の発信する情報を活用するほか、

それぞれの地域医師会等の協力を得ながら、医療機関等に関す る

情報を住民に対して提供することが望ましい。

(ウ )相談体制の確保

。 国は、地域毎の相談 レベルに格差が生 じないよう、全国共通 の

相談員養成研修プログラムを作成 し、「リウマチ 。アレルギー相談

員養成研修会」の充実を図る。

。 このよ うな国の取組を踏まえ、都道府県においては体系的な リ

ウマチ相談体制の構築、具体的には、一般的な健康相談等は市町

村 において実施 し、より専門的な相談については保健所において

実施する等を検討 し実施す ることが望ま しい。その際、難病相談

・支援セ ンター との連携について留意する。また、保健所におい

ては、地域医師会等 と連携 し、個々の住民の相談対応のみならず、

市町村、の技術的支援や地域での企業等におけるリウマチ対策 の

取組への助言等の支援が期待 される。

(3)研究開発及び医薬品開発の推進             |
(ア )効果的かつ効率的な研究推進体制の構築

。 リウマチに関す る研究をより戦略的に実施するためには、研 究

企画・実施・評価体制の構築に際 し、明確な 目標設定、適切な研
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究評価及び効果的なフィー ドバックが重要である。

国は研究の採択 に当たつて免疫ア レルギー疾患予防・治療研究

事業の中でテーマの類似 している研究課題の統廃合を進めるとと

もに、政策的課題に関連するテーマを明確化 し公募課題に反映 さ

せ る必要がある。なお、国が進めてい くべき研究課題は、民間企

業 と国との役割を認識 しなが ら、研究事業の評価委員会の意見を

踏まえ、課題の決定を行 う。

有効な治療法選択のための情報収集体制の検討

治療効果 も含めたリウマチ患者の動向を適切に把握することは、

単に疾患統計 とい う視点のみならず、病因、病態、治療、予後等

の研究を効果的かつ効率的に進める上で重要であることから、科

学的根拠に基づいた縦断的な定点観測体制等の構築が必要である。

(イ )研究目標の明確化

①  当面成果を達成すべき研究分野

平成 22年度までに研究成果を得 られるよう、次の研究分野に関し

て重点的に研究を推進 していく。

② 長期的目標を持って達成すべき研究分野

上記の重症化防止に関する研究に取り組みつつ、病因 。病態 (免疫

システム等)に関する更なる研究を進めてリウマチの克服を目指す。

(関節 リウマチ重症化防止 )

○ 治療効果・重症度を把握するための指標の開発研究

○ 薬斉」の有害事象を把握するための研究

○ 早期 リウマチの実態把握と診断 。治療方法の確立

関節破壊等が進行する前に寛解導入を目指す早期関節 リウマチの的確な診

断と適切な治療の確立

○ 早期における予後の予測とそれに基づく治療方法の開発

○ 外科的治療法の開発

手術適応、リハビリテーションの適応基準の確立をすすめ関節機能の回復

のためのプログラム確立を目指すとともに、医療用具等の開発も進める。
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(関節 リウマチの予防法と根治的な治療法の確立 )

○ リウマチの病因・病態に関する研究

・ リウマチの遺伝的要因、環境要因の分子機構に関する研究

。 リウマチの免疫抑制に関する研究

・ リウマチの骨 。軟骨破壊抑制等に関する研究

○ リウマチの先端的治療に関する研究

・ 各病態に応 じた治療法の確立 (疾患制御の効果についての介入

試験のデザインとその評価等や費用対効果分析等 )

③ その他の必要な研究

○ 発症危険因子に関する研究

正確な患者数の把握のみならず、病因研究が推進 されるよう発

症危険因子の検索のための疫学研究の実施 を検討する。

○ 社会的にも重要である高齢者の関節障害について、遺伝的素因、

関節構造の不整、過負荷、加齢等の因子を含めた病態解明を進め

る必要がある。

(ウ )医薬品の開発促進等

。 日本は欧米 と比較 してMTXの 用量が違 う点において、患者は

治療法の選択肢が狭め られているとの指摘があることから、欧米

程度の医療水準が確保 されるよう、新薬開発の促進が図られてい

く必要がある。また、安全性 。有効性を確保 しつつ、国は、適切

な外国データがあればそれ らも活用 しなが ら、医薬品の薬事法上

の承認に当たって適切に対応 していく必要がある。

。 国においては、優れた医薬品がより早く患者のもとに届くよ

治験環境の確保に努めるとともに、有害事象を的確に把握でき

よう医薬品の市販後調査の在り方を検討する必要がある。

(4)施策の評価等

○ 政策評価

。 国においては、国が実施する重要な施策の実施状況等について評

う

　
る
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価 し、また、地方公共団体の実施する施策を把握することにより、

より的確かつ総合的な リウマチ対策を講 じていくことが重要であ

る。また、地方公共団体においても国の施策を踏まえ、連携を模

索 し、施策を効果的に実施するとともに、主要な施策について政

策評価を行 うことが望ましい。
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I.ア レルギー対策につい

1.ア レルギー対策の現状 と問題点

(1)我が国におけるアレルギー対策の現状

(1)ア レルギー疾患患者の動向

○ 疫学研究

平成 4年度か ら 6年度にかけて実施 された厚生科学研究の全国調査

(「 アレルギー疾患の疫学的研究」(班長 :関西電力病院 三河春樹先生))

によると、何 らかのア レルギー疾患を有する者は、乳児 ;28.9%、
幼児 ;39.1%、 小児 ;35.2%、 成人 ;29.1%で あつた。 こ

れ らの結果は、我が国全人 口の約 3人に 1人が何 らかのアレルギー疾患

に罹患 していることを示 している。

○ 平成 15年保健福祉動向調査 アレルギー様症状

・ 調査の概要

平成 15年国民生活基礎調査の調査地区か ら層化無作為抽出した全

国の 300地 区内におけるすべての世帯員 41, 159名 を調査の客

体 とし調査が行われた。

・ アレルギー様症状があった者 とその診断があった者の状況

本調査によると、この 1年間に、皮膚、呼吸器及び 目鼻の各症状の

いずれかのアレルギー様症状があつた者は全体の 35。 9%で、この

うち、ア レルギー診断のあった者は全体の 14.7%で あった。現在

ア レルギー様症状のある者で医療機関においてア レルギー診断を受け

た者の割合は半分に至っていない。 (図 2・ 図 3)

・ アレルギー疾患対策への要望

今後のアレルギー疾患対策について要望があると答えた者は全体の

57.5%で 、その主な内容は、「医療機関 (病院・診療所)にアレル

ギー専門の医師を配置 してほしい」、「アレルギーに対する医薬品の開

発に力を入れてほしい」、「アレルギーに関する情報を積極的に提供 し

てほしい」であった。 (表 3)
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○ 個別疾患毎の状況
も

。 気管支喘息

気管支喘慶、は小児・成人 とも年々増加傾向にあり、小児の喘息は過

去 30年間で 1%か ら5%に、成人の喘息は 1%か ら3%に増加 し、

現在約 400万 人が気管支喘息に罹患 していると考えられる。(図 4)

。 アレルギニ′性鼻炎 。花粉症

花粉症の原因や発症状況は各地方の植物の種類や花粉の数によって

異なる。例えばスギ花粉症は花粉が飛ばない北海道や沖縄ではほとん

ど見 られない。

平成 13年に実施 された財団法人 日本アレルギー協会の全国調査に

よれば、スギ花粉症の有病率は、全国平均で約 12%で あった。

平成 7年にスギ花粉症について千葉県で実施 された調査によると、

小中学生の感作率、発症率は全体的に年齢が上がるにつれて上昇 し、

20～ 40歳 までの青壮年では感作率は 60%を 超え、抗体陽性者の

発症率も55%を 超えてピークを示す。 しかし50歳以上では、加齢

とともに感作率、発症率はともに減少する。

・ ア トピー性皮膚炎

ア トピー性皮膚炎の有症率は、平成 4年厚生省児童家庭局母子衛生

課の全国調査によると、平L児 6.6%、 1歳半児 5.3%、 3歳児

8.0%で あった。

平成 12年度から14年度にかけて厚生労働科学研究で実施 された

全国調査 (「 ア トピー性皮膚炎の患者数の実態及び発症・悪化に及ぼ

す環境因子の調査に関する研究」 (主任研究者 :山本昇壮広島大学名

誉教授))に よると、 4ヶ 月児 ;12.8%、 1歳半児 ;9.8%、
3歳児 ;13.2%、 小学 1年生 ;11.8%、 小学 6年生 ;10.
6%、 大学生 ;8.2%で ある。これ らの結果からみると、本症の有

症率は平成 4年の調査結果 と比較するとなお増加傾向にあるようにみ

えるが、両調査の診断基準が同一であつたか否かの検証はなされてお

らず、単純に比較することは妥当でないとの意見もある。

*3平成 14年 リウマチ・アレルギー対策委員会 「リウマチ・アレルギー研究白書」より
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名古屋地区においては、昭和 56年か ら幼児 。学童 (3～ 15歳 )を

対象 とした縦断調査が実施 され、昭和 56年の有症率は2.9%で あ

つたが、平成 4年には 6.6%に 増加 した。 しかし、平成 4年以降は

有意な増加はみられないことが報告 されている。

。 食物アレルギー

平成 12年度から14年度に厚生労働科学研究で実施 された調査

(「 重篤な食物アレルギーの全国調査に関する研究」 (分担研究者 :飯

倉洋治昭和大学医学部教授 ))に よると、食物アレルギーを起 こす原

因としては、鶏卵 (約 39%)、 牛乳・乳製品 (約 16%)等 である。

また、平成 15年度から 17年度の厚生労働科学研究 「食物等によ

るアナフィラキシー反応の原因物質 (ア レルゲン)の確定、予防・予

知法の確立に関する研究」 (主任研究者 :海老澤元宏国立病院機構相

槙原病院臨床研究センターアレルギー性疾患研究部長)等によると、

食物アレルギーは小児に多い病気であるが、学童期、成人にも認めら

れ、その割合は、乳児が 10%、 3歳児が4～ 5%、 学童期が 2～ 3

%、 成人が 1～ 2%と いわれている。

○ アレルギー関連死

平成 15年人 口動態統計によると、ア レルギー疾患に関連 した死亡者

数は 3, 754名 で、その うち 「喘息」による死亡は 3, 701名 (9

8.6%)、 「スズメバチ、ジガバチおよび ミツバチ との接触」による死

亡は 24名 (0.6%)、 「有害食物反応によるアナフィラキシーシ ョッ

ク」による死亡は 3名 (0.1%)で あつた。 (図 5)
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(2)主 なアレルギー対策の経緯

(ア )厚生労働省におけるアレルギー対策

○ 病院及び診療所におけるアレルギー科の標榜

・ 平成 8年 より医療法上の標榜科 としてアレルギー科が認められ

た。平成 14年現在のアレルギー科の標榜施設は病院 と診療所を

あわせて4, 480施 設 となっている。

○ 普及・啓発

・ 厚生労働省では、研究成果を活用 した普及啓発 として、次の施

策を行ってきた。

① 均一な治療の普及のために、関係学会等 と連携 し、診療ガイ

ドライン等を作成 して医療機関等に配布

② 各種ア レルギー疾患についてわか りやす く解説 したパンフレ

ットを作成 し、広く一般国民に情報を提供

③ 平成 14年には、ア レルギー疾患のこれまでの研究成果をと

りまとめた 「リウマチ・ア レルギー研究白書」を作成 し、都道

府県等へ配布

。 また、都道府県等の保健師等を対象にした 「リウマチ・ア レル

ギー相談員養成研修会」等を実施 し、地域における相談体制の確

保促進を図つている。

・ 平成 16年 12月 か ら厚生労働省のホームページ上に「リウマ

チ・ア レルギー情報」のページを開設 し、正 しい情報の普及の強

化に努めている。

(http:〃
―

.mhlw.gojp/new― info/kobet助 /kenkou/ryumachi/index.html)

。 平成 17年春は、全国的に観測史上 1, 2位を争 う多さの花粉

が飛散すると予測 されていたため、厚生労働省は花粉の飛散が本

格化する前か ら「緊急対策」 として、正 しい情報に基づ く花粉症

の予防や早期治療の更なる徹底を進めてきた。具体的には、国民

に対 し、花粉症に関す る正 しい情報を提供す るとともに、花粉に

できるだけさらされないよう自ら予防 し、必要があれば早めに医

療機関を受診 してもらうよう呼びかけた。また、医療従事者等に
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○

対 しては、適切な治療がなされるよう、診療ガイ ドラインの周知

徹底等を行つた。

ア レルギー物質を含む食品に関する表示について

。 食物アレルギー疾患を有す る者の健康被害の発生を防止する観

点か ら、ア レルギーをは じめ とした過敏症を惹起することが知 ら

れている物質を含む加工食品の うち、特に発症数、重篤度か ら勘

案 して表示する必要性の高い小麦、そば、卵、乳及び落花生の 5

品 目を原材料 とする加工食品については、これ らを原材料 として

含む 旨を記載することを食品衛生法で義務づけ、平成 13年 より

施行 している。また、その他アレルギーの発症が見られ る 20品
目についても、法的な義務は課 さないものの、アレルギー疾患を

有する者への情報提供の一環 として、当該食品を原材料 として含

む旨を可能な限 り表示するよ う努めるよう、同年より推奨 してい

る。また、こうした制度を周知す るため、パンフレッ トやホーム

ページ等を活用 している。

アナフィラキシーに対するエ ピネフリン自己注射用キッ ト

・ エピネフリンは、その交感神経刺激作用により、気管支痙攣の

治療や急性低血圧・アナフィラキシーシ ョックの補助治療等に世

界中で使用 されてお り、これ を自己注射するための緊急処置キッ

トが開発 されている。本邦において蜂毒に起因するアナフィラキ

シーにより年間約 30人の死亡例が報告 されている。一方林野庁

では、平成 7年から職員を対象 としてアナフィラキシーショック

に対する緊急治療薬 としてエ ピネフリン自己注射用キッ トを輸入

し、治験に準 じた使用を開始 した。厚生労働省は、平成 15年、

蜂毒に起因す るアナフィラキシーショックの補助治療剤 としての

輸入承認 を行い、平成 17年 3月 、蜂毒に限らず食物及び薬物等

に起因するアナフィラキシーについて新規効能追加の承認を行っ

た。 このことか ら、医師のイ ンフォーム ドコンセン トを前提 とし

た処方が可能 となった。

研究の推進

・ 厚生労働科学研究費補助金 により、平成 4年度から、ア レルギ

○

○
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○

―疾患についてその病因 。病態解明及び治療法の開発等に関する

総合的な研究が開始 されている。

。 また、平成 12年 10月 に国立相模原病院 (現 国立病院機構

相模原病院)に 臨床研究センターを開設 し、ア レルギー疾患に関

する臨床研究を進めている。 さらに、平成 16年 4月 から理化学

研究所横浜研究所免疫・アレルギー科学総合研究センター との間

でアレルギーワクチン開発等の共同研究が実施 されている。

花粉症対策における関係省庁 との連携

・ 社会問題化 している花粉症の諸問題について検討を行 うため、

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、気象庁、環境省で構成す

る「花粉症に関する関係省庁担当者連絡会議」が設置 されてお り、

必要な情報交換を行つている。

シックハウス対策

・ シックハ ウス症候群 とは、近年の住宅の高気密化等により、建

築材等から発生す る化学物質等による室内空気汚染による健康影

響のことであ り、その原因 として中毒によるもの、アレルギーに

よるもの、その他明確でないもの等があげられ る。厚生労働省に

おいては、原因解明、実態把握、診断・治療法等に関する研究等

を実施 し、平成 16年 2月 には 「室内空気質健康影響研究会」に

よりそれまでに厚生労働科学研究等で得 られた医学的知見等の整

理・報告書のとりまとめが行われた。

・ 厚生労働省は、平成 13年度までに、 13種 類の化学物質の室

内濃度指針値等を策定、平成 15年 4月 より、建築物における衛

生的環境の確保に関す る法律に基づ く特定建築物における室内空

気中のホルムアルデ ヒ ド量の測定の義務づけを行 うとともに、医

療機関においてア レルゲン等を除去 した環境下で診断、治療等を

行 う「クリーンルーム」の整備等を行つている。

。 また、平成 12年度 より「関係省庁連絡会議」を設置 し、厚生

労働省は関係省庁 と連携 しつつ総合的な対策を推進している。

○
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(イ )地方公共団体におけるア レルギー対策

都道府県におけるアレルギー対策は、地域の特性 に応 じて自治事務

として取 り組まれている。 しか しなが ら、普及啓発や相談窓 国の設置

などは比較的取 り組まれているものの、医療計画上アレルギー対策を

定めているところは少ない。 また、市町村や関係団体等 との連携を図

ってい るところも少ないなど、各都道府県間には較差があ り、その対

策は必ず しも十分なものとならていない。 (表 2)

(ウ )ア レルギーに関する専門医療等

医療 の水準を高めること、患者や患者の家族か ら見て医療施設や医

師個人の専門を承知 して診療 を受けられ るようにす ること、医療施設

及び医師が相互にその専門をす ぐ判るようにす ること等に役立つ こと

を目的 として、昭和 62年 10月 、 日本アレルギー学会によリア レル

ギー認 定医制度が制定され、平成 16年 11月 か ら専門医制度に一本

化 され た。平成 17年 7月 現在で専門医 2, 300名 (う ち指導医 4

14名 )が認定されている。学会の認定施設数は、 273施 設 377
科 (内科 185科 、小児科 95科、耳鼻咽喉科 23科、皮膚科 33科、

眼科 1科)である。人 口 10万対比のア レルギー専門医数は約 1.6
である。今後、学会において適切な専門医数の水準等を検証 しつつ、

適切な認定施設 と専門医の確保が求められる。

う
４



(2)ア レルギー対策における問題点

我が国においてはこのようなアレルギー対策を実施 し、欧米のアレルギ

ー診療水準 との較差はないが、これ ら対策は必ず しも戦略的に推進 されて

お らず、また、患者への医療提供等について患者のニーズに対応できてい

ない面があり、問題を残 しているといえる。

(1)医療面の問題

○ 適切なアレルギー診療の可能な医療機関

アレルギー診療の可能な医療機関の立地については地域により様

々であるが、その実情や在 り方について、地域において体系立てて

計画的に整理 されていないのが現状である。

早期診断の問題

患者の重症化を防ぐためには早期診断、早期治療が重要であるが、

そのためには発症早期の患者や軽症の患者 を診療する可能性が高

い、地域の医療機関の医師におけるアレルギー疾患管理能力の向上

が重要である。 しか しながら、必ず しも全ての医療機関において診

療ガイ ドラインを活用 した標準的な医療の提供がなされていない。

(図 6)

ア レルギー疾患を診療する医師の資質

ア レルギー疾患は罹患臓器が全身各臓器にわた り、平L幼児期から

高齢期まで全年齢層が罹患する疾患群であるので、アレルギー診療

には幅広い知識が必要 となるが、現在は各診療科が縦割 りでそれぞ

れの診療を行っている場合が多い。

ア レルギー疾患に関連 した死亡

脳血管疾患・悪性新生物等 と異な り、アレルギー疾患は一般的に

死に至ることが少ない病気であるが、年間約 4, 000人 がアレル

ギー疾患により死亡している。

とりわけ喘息死対策は喫緊の課題であるが、わが国における喘息

死は減少傾向にあるとはいえ、未だ先進国群において高い死亡率を

示 している。その原因としては、喘息発作についての認識不足や不

○

○

○
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定期受診等、患者側の要因が大きいとされている。また診療側では、

診療ガイ ドラインに基づいた継続的かつ計画的な治療管理が喘息死

を有意に減少 させるとされているが、その普及は十分といえない。

(2)情報提供・相談体制面の問題

○ 慢性期医療管理の問題

・ アレルギー疾患については、抗原回避等の生活環境や生活習慣の

改善、 日常服薬管理、疾患状態の客観的 自己評価及び救急時対応の

手法について 自ら習得 し管理することで、QOLの 向上を図ること

ができるが、現時点では必ず しもこういった内容に関する適切な疾

患管理が患者 自身によつて十分に行われてお らず、またその習得方

法の確立や普及も完全ではない。

。 薬斉J副作用の問題

アレルギー疾患の治療においては、炎症を抑える薬物を長期投与す

ることが多いため、副作用の問題が重要である。疾患によっては診療

ガイ ドラインにおいて局所抗炎症薬が推奨 されているが、患者の診療

に対する意志に頼るところが大きいこと等か ら、実際には正 しい疾患

治療管理が行われていないことがある。現状において必ず しも薬剤の

副作用について正 しい知識が普及 していないため、患者は薬斉Jの副作

用発現に気づかず合併症を併発 した り、もしくは副作用を恐れて怠薬

した りしていることがある。

○ 情報の問題

・ 情報の氾濫

インターネ ッ トの普及等によリアレルギー疾患に関する各種の情報

が入手できるようになった。 しか し、いわゆる医療 ビジネスや民間療

法に関する情報 も普及 し、中には健康に悪影響を及ぼす誤つた情報や、

不適切な情報等があり、国民が正 しい情報を取捨選択するのが困難な

状況にある。また、国民か らは、アレルギーに関する適切な情報をさ

らに積極的に提供 してほしいとの要望もなされている。

○ 相談の問題

個人差はあるものの、アレルギー疾患患者は長期的にQOLを 損な う
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恐れがあ り、心理的負担がかかるため、ア レルギー疾患を管理する上で

はカウンセ リング等の心理的支援にも留意 した適切な相談対応が必要で

ある。現状では、必ず しもすべての都道府県等において、相談業務をは

じめとした十分なア レルギー疾患に関する対策が講 じられていない。ま

た、国において実施 している相談員養成研修会においてもその点につい

て十分な対応ができているとはいえない。

(3)研究面の問題

○ 患者の実態把握

国において、アレルギー患者の実態については必ず しも十分に把握 さ

れてお らず、有効な治療法の確立に必要な情報収集体制が確立されてい

ない。

○ 予防法が未確立

ア レルギー疾患は遺伝要因と環境要因が関与 しているといわれている

が、多様な原因 。悪化因子は年齢によつても個々の患者によってもそれ

ぞれ異なるとされ、予防法が確立 していない。

○ どの医療機関でも実施できる抗原確定診断法が未確立

減感作療法や抗原回避等の抗原に特異的な治療を実施するためには、

ア レルギーの原因物質の特定は必須の前提条件である。現在、アレルギ

ー疾患の原因物質の確定診断には抗原の負荷試験が必要で、負荷試験は

危険を伴 うin宙vo試験であるため、限られた専門施設でしか実施されて

いない。 よって、現時点では必ず しもア レルギーの原因物質が特定され

ていない状況で治療が実施されている状況である。

○ 根治的治療法が未確立

ア レルギー疾患に関する研究の成果 としてく徐々に発症機序、悪化因

子等の解明が進みつつあるが、その免疫システム・病態はいまだ十分に

解明されていないため、アレルギー疾患に対する完全な予防法や根治的

治療法がなく、治療の中心は抗原回避をはじめとした生活環境確保 と抗

炎症斉J等 の薬物療法による長期的な対症療法 となっているのが現状であ

る。免疫アレルギー疾患に関するわが国の基礎研究は世界水準にあると
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いえるが、創薬等の治療へ と進む研究が行われていないとの意見もある。
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2.今後のアレルギー対策について

(1)ア レルギー対策の基本的方向性

(1)今後のアレルギー対策の目標

国のア レルギー対策 の目標 としては、ア レルギー疾患に関して、予防・

治療法を確立し、国民の安心・安全な生活の実現を図ることにある。

しか しながら、従来の対策では先に述べたような医療面での問題、患者

のQOLの 低下の問題等が生 じてお り、これ らの問題の解決を図るため、

施策の優先 日標を定め、アレルギー対策を効果的に講 じる必要がある。

「自己管理可能な疾患」ヘ

患者のQOLの 維持・向上が図られるよう、ア レルギー疾患の重症化を

予防するための 日常生活における管理や医療の提供が重要である。このた

め、ア レルギー疾患の 自己管理を可能 とするためには、身近なかかりつけ

医をは じめとした医療関係者等の支援の下、患者及び患者家族が必要な医

療情報及び相談を得て、治療法を正 しく理解 し、生活環境を改善 し、また

自分の疾患状態を客観的に評価する等の自己管理が必要である。

なお、このような取 り組みに重点を置きつつ、長期的視点に立ってアレ

ルギー疾患の予防及び根治療法の確立のための研究等の更なる推進を進め

アレルギー疾患の克服を目指すこととする。

(2)国 と地方公共団体 との適切な役割分担と連携体制の確立

上記アレルギー対策の目標が達成 されるためには、国と地方公共団体、

関係団体等 との役割分担及び連携が重要となる。国と地方公共団体の役害」

分担については、アレルギー疾患の特性及び医療制度の趣旨等を考慮すれ

ば、基本的には、都道府県は、適切な医療体制の確保を図るとともに、市

町村 と連携 しつつ地域 における正 しい情報の普及啓発を行 うことが必要で

ある。一方、国は地方公共団体が適切な施策を進めることができるよう、

先進的な研究を実施 しその成果を普及する等の必要な技術的支援を行 う必

要がある。また、このような行政における役割分担の下、厚生労働省は患

者団体、 日本医師会、 日本アレルギー学会、 日本小児科学会等関係団体並

びに関係省庁 と連携 してア レルギー対策を推進 してい くことが必要であ

る。
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(2)ア レルギー対策の具体的方策

上記の方向性を具体的に達成するため、今後 5年 (平成 22年度まで)

を目途に重点的に取組む具体的方策は以下のとお りである。

今後の方向性

○ 医療の提供

基本的には医療圏毎に、安定時には身近なかか りつけ医において診療

を行い、重症難治例や著 しい増悪時等には専門医療機関において適切に

対応できるよう、円滑な連携体制の確保を図る。

また、診療ガイ ドラインに基づ く計画的治療は、従来の患者の自党症

状による治療 よりも患者 QOLの 向上及び効率的医療の提供が図 られる

ことが報告 されてお り、診療ガイ ドラインの普及が重要である。

○ 情報提供 。相談体制

患者を取 り巻 く生活環境等の改善を図るため、ア レルギー疾患を自己

管理す る手法等の開発を図るとともに、地方公共団体 と連携 し、その手

法等の普及啓発体制の確保を図る。

○ 研究開発等の推進

ア レルギー疾患を自己管理できるよう、患者が自ら抗原を回避するた

めにア レルギーの原因物質の特定が可能 となる手法及び早期診断手法等

を開発する。

また、有効な治療法に関する情報収集体制について検討する。

○ 特に、各アレルギー疾患について重点的に取組む事項は以下のとお

りである。

・ 花粉症については、舌下減感作療法等の開発を推進する。

・ 喘息については、喘息死の減少を目指 し、適切な医療体制の確保を

図る。

・ 食物アレルギーについては、可能な限 り患者 自身が正 しく抗原を知

り抗原を回避できるよう、対策を講 じる。

・ ア トピー性皮膚炎については、患者のQOLの 向上のため、患者が
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継続的に医療を受けられるよう、また自己管理が可能 となるように方

策を講 じる。

(1)医療の提供

(ア )かか りつけ医を中心とした医療体制の確立

○ アレルギー疾患に必要な医療体制

。 国においては、ア レルギー疾患にかかる医療体制を確保するた

め、 日本医師会等医療関係 団体や関係学会等 と連携 して、診療ガ

イ ドラインの改訂及びその普及により、地域の診療 レベルの不均

衡の是正を図る。また、国は地域におけるアレルギー対策の医療

提供体制のあ り方について事例集を作成・配布 し、都道府県等ヘ

の普及に努める。

。 このような国の取組 を踏 まえ、都道府県においては、医療計画

等を活用 して、地域におけるアレルギー疾患に関する医療提供体

制の確保を図ることが求められ る。また、適切な地域医療を確保

する観点から、地域保健医療協議会等を通 じて関係機関 との連携

を十分図る必要がある。

・ アレルギー疾患患者に対 しては、安定期にはアレルギー疾患に

精通 した身近なかか りつけ医が診療するが、重症難治例や著 しい

増悪時には専門的な対応が必要である。そのため、基本的には医

療圏毎にアレルギー診療の専門機能を有 している医療機 関が必要

であ り、また、ア レルギー疾患はほぼ全身臓器に係わる疾患であ

ることか ら、このような専門医療機関等を支援できるよ う、都道

府県に 1カ 所は集学的な診療体制を有 している病院を確保する必

要がある。なお、集学的な診療体制においては、アレル ギー性鼻

炎、喘息、ア トピー性皮膚炎(だ 児ヽのアレルギー疾患等 に関して

専門の医師を有 していることが望ましい。

「 重症難治例等に至 らず とも一次医療機関で対応できる分野につ

いては、地域の事情によつては診療所間の連携体制の構築につい

ても留意する必要がある。
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○ 喘息死等を予防する医療体制 :「喘息死ゼロ」を目指 して

喘息死の原因として、患者側の認識不足や不定期受診等の問題、診

療側の診療ガイ ドラインの利用度の問題等が挙げられているため、地

域において診療所 と救急病院 とが連携 し、患者教育を含む適切な治療

の普及 と患者カー ドを常に携帯 してもらうことによる医師一患者間の

情報共有等を図ることが重要である。喘息発作についての初期対応が

可能な救急病院は、基本的には、医療圏単位で確保 されることが望ま

しい。なお、当該病院に求められる要件 としては、高度、大規模な医

療機器 を備えている必要はなく、アレルギー専門の医師の確保がなさ

れていれば足 りるとの意見がある。

※ 喘虐、死ゼロを目指 した取組の主な内容は以下のとおりである。

・ かかりつけ医における診療ガイ ドラインの普及

。 患者カー ド携帯による患者の自己管理の徹底

・ 救急時対応等における病診連携の構築

(イ )人材育成

○ アレルギー疾患診療に精通 したかか りつけ医の育成

。 国においては、診療ガイ ドラインに基づ く治療を行 うことによ

り、患者のQOLを 向上 させ、効率的かつ適切な医療の提供を

促進できることか ら、 日本医師会等医療関係団体や関係学会等

と連携 して、かか りつけ医に対 して診療ガイ ドラインの普及を

図 りつつ、医学・医術の進歩に応 じ診療ガイ ドライ ンの改訂を

図る。

医学教育においては、全国の医科大学 (医学部)の教育プログ

ラムの指針 となる 「医学教育モデル・コア・カ リキュラム」に

おいて、「アレルギー疾患の特徴 とその発症を概説できる」「ア

ナフィラキシーの症候、診断 と治療を説明できる」「薬物アレル

ギーを概説できる」などの至J達 目標を掲げていることか ら、各

大学においては、これに基づいた教育カ リキュラムを策定 し、

その充実を図ることが必要である。

臨床研修においても、現在、経験目標の 1疾患としてアレルギ

ー疾患が取 り上げられており、救急対応等をはじめとしたプラ



イマ リケアの基本的診療能力 としてその正 しい知識及び技術の

修得に資するものである。臨床研修を受 けている医師は自らア

レルギー疾患 (喘息発作やアナフィラキシーショック等)の診

療について経験することが必要である。

。 また、日本医師会において実施 している医師の生涯教育におい

て、今後 ともよリー層ア レルギー疾患に係る教育が充実され る

ことを望みたい。

・ 小児アレルギー診療に携われる人材の育成について、 日本小児

科学会の取 り組みが望まれる。

○ アレルギー専門の医師の育成

アレルギー疾患診療の質の向上及び都道府県間におけるアレル

ギー専門の医師の偏在是正を図るため、関係学会におけるア レル

ギー専門の医師が適切に育成 されることが望まれる。

また、アレルギー診療はほぼ全身臓器に係わ り全年齢層にわた

る疾患の診療 となるため、総合的なアレルギー専門の医師の存在

は重要 と考えられ、関係学会においてそのような専門の医師の育

成について検討することが望まれる。

○ 保健師、看護師、薬斉J師及び管理栄養士等においても、アレルギ

ー疾患患者に適切に対応できるよう、知識・技能を高めておく必要

がある。また、保健師、看護師については 日本看護協会の研修にお

いて、今後 ともよリー層ア レルギー疾患に係 る教育が充実 されるこ

とが望ま しい。 さらに、ア レルギー疾患にはアナフィラキシーを含

む食物ア レルギーもあり、適正な食物除去が行われることが重要で

あることか ら、管理栄養士・栄養士についても、アレルギー疾患に

十分対応できるよう、 日本栄養士会の研修等において今後 よリー層

アレルギー疾患に係る教育が充実 されることが望ましい。

(ウ )専門情報の提供

○ 国は、アレルギー疾患に関す る研究成果等 を踏まえた専門的な医

学情報については、関係学会等 と協力 して必要な情報提供体制の確
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保を図る。また、専門医療機関等からの相談に対応できるよう国立

病院機構相模原病院の臨床研究センターに相談窓口を設置する。

(2)情報提供・相談体制

国及び地方公共団体は、患者が生活環境等を改善するため、患者 自

己管理手法の促進、情報提供体制や相談体制の確保のための対策を講

じる。

(ア )自 己管理の促進

○ 自己管理する内容

患者及び患者家族が管理することが望まれる主な事項は以下のとお

りである。

・ 生活環境改善 (食物・住環境等に関する抗原回避、禁煙等 )

・ 罹患 している疾患と治療法の正 しい把握

・ 疾患状態の客観的な自己評価

。 救急時対応         等

自己管理の習得法の普及

国は、日本アレルギー学会等と連携し、上記内容について効果的

な教育資材等を作成し、都道府県等や医療従事者等に配布する。

。 このような国の取組を踏まえ、都道府県等においては、都道府県

医師会や関係学会等 と連携 して研修会を実施する等 して、保育所・

学校 (PTA等 )・ 職域や地域 (子 ども会等)等における自己管理

手法の普及を図ることが求められる。

。 また、市町村においても、都道府県等 と同様の取組が期待され、

乳幼児健診等における保健指導等の場を効果的に活用 し、アレルギ

ー疾患の早期発見及び 自己管理手法の普及等を図ることが求められ

る。

・ さらに、学校・保育所等においては、保護者等と十分連携をとり、

児童のアレルギー疾患の状況を把握 して健康の維持・向上を図るこ

とが望ましい。

〇

　

．
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。 医療従事者においては自己管理手法の普及について正 しく認識 さ

れ、医療機関において指導を実践することが望ましい。

(イ )情報提供体制の確保

○ 国民及び患者にとって必要な情報

国民及び患者にとって必要な、アレルギー疾患に関する主な情報は

次のとお りである。

・ アレルギー疾患に関する一般疾病情報 (病因 。病態 。疫学等 )

。 生活環境等に関する情報

(ア レルギー物質 を含む食品に関す る表示やシックハ ウス症候

群等について、患者が適切に生活環境を確保できる うような

情報等 )

・ 適切な治療や薬剤に関する情報
｀

。 研究成果等に関する最新診療情報

。 医療機関及びサービスの選択にかかる情報

○ 情報提供手段

・ 正 しい情報を効果的かつ効率的に普及す るためには、インター

ネ ットのみならず、パンフレット等を活用する情報提供 も必要で

ある。

。 国においては、適宜関係学会等と連携 し、ホームページやパン

フレット等を活用 して、最新の研究成果を含む疾病情報や診療情

報等を都道府県等や医療従事者等に対 して提供する。

・ 地方公共団体においては、国等の発信する情報を活用するほか、

それぞれの地域医師会等の協力を得ながら、医療機関等の選択に

係る情報を住民に対 して提供することが望ましい。

○ その他

。 国は、アレルギー物質を含む食品に関する表示については、科

学的知見の進展等を踏まえ、表示項 目や表示方法等の見直 しを検

討 していく。
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・ 広告規制の緩和に伴い、一定の基準に適合するものとして厚生

労働大臣に届出がなされた学術団体の認定する医師等の専門性に

関する資格名が広告できることとなっているが、 日本ア レルギー

学会については未だ、学術団体 としての法人格を有していないた

め、アレルギー診療を行 う医師の専門性に関する資格名 を広告す

ることができない。 日本アレルギー学会は、当該学会の認定す る

専門医の名称を広告できるよう努めているところである。

・ 未就学児童をもつ保護者へのアレルギー疾患に関する情報提供

は、乳幼児期はアレルギー疾患の好発年齢であることか ら特に重

要である。そのひとつ として、市町村は、保育所等を通 じて、食

を通 じた子 どもの健全育成 (い わゆる 「食育」)に 関する取組 の

中で、食物アレルギーのある子 どもについても対応を進めてい く

ことが望ましい。

(ウ )相談体制の確保

○ 国は、地域毎の相談 レベルに格差が生 じないよう、全国共通の相

談員養成研修プログラムを作成 し、「リウマチ・アレルギー相談員養

成研修会」及び 「シックハ ウス担当職員研修会」の充実を図る。

○ このような国の取組 を踏まえ、都道府県においては体系的なア レ

ルギー相談体制の構築、具体的には、一般的な健康相談等は市町村

において実施 し、抗原回避等に関するより専門的な相談については

保健所において実施する等を検討 し実施することが望ましい。また、

保健所においては、地域医師会や栄養士会等 と連携 し、個々の住民

の相談対応のみならず、市町村、の技術的支援や地域での学校や企

業等におけるアレルギー対策の取組への助言等の支援が期待される。

(3)研究開発及び医薬品開発の推進

(ア )効果的かつ効率的な研究推進体制の構築

○ アレルギー疾患に関する研究をより戦略的に実施するためには、

研究企画 。実施・評価体制の構築 として、明確な目標設定、適切な

研究評価及び効果的なフィー ドバ ックが重要である。
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○ 国は研究の採択に当たつてテーマの類似 している研究課題の統廃

合を進めるとともに、政策的課題に関連するテーマを明確化 し公募

課題に反映させる必要がある。なお、国が進めていくべき研究課題

は、民間企業と国との役割を認識 しながら、研究事業の評価委員会

の意見を踏まえ、課題の決定を行 う。

○ 有効な治療法選択のための情報収集体制の構築の検討

治療効果も含めたアレルギー疾患患者の動向を適切に把握すること

は、単に疾病統計 とい う視点のみならず、病因、病態、診断、治療 t

予後等の研究を効果的かつ効率的に進める上で重要である。国におい

ては、科学的根拠に基づいた縦断的な定点観測体制等の構築が必要で

ある。

また、小児に特化 した調査 としては、同一客体を長年にわたって追

跡調査する「21世紀出生児縦断調査」が平成 13年度か ら実施され

ているところであり、国は調査結果の積極的な活用について検討する。

(イ )研究目標の明確化

① 当面成果を達成すべき研究分野

平成 22年度までに研究成果を得られるよう、次の研究分野を重点

的に研究を推進していく。

○ アレルギー疾患患者 自己管理手法の確立

。 国においては、アレルギー疾患を自己管理できる疾患とする

ための手法の確立を最優先の目標 とする。そのため、関係学会

等と連携 し、平成 22年度 (2010年 度)を 目標に、より確

実で簡便な抗原診断法の開発を進め、患者がアレルギーの原因

物質を日常生活の中で適切に管理できるよう、抗原回避等の自

己管理手法の確立や早期診断法の確立等に重点化を図る。国は

これら研究成果はかか りつけ医等にその技術の普及を図り、患

者がア レルギーの原因物質を日常生活の中で適切に管理するこ

とを目指す。
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最優先研究目標

(1)治療法の効果を正 しく判定するための指標の開発

(2)抗原特定手法の開発及び環境中抗原調整手法の確立

① 安全で正確にアレルギー疾患の原因を特定する検査法の

開発

② 自宅で実施可能な環境中抗原調整手法の開発

(3)重症化・難治化予防のための早期診断法の確立

(4)自 宅で実施可能な減感作療法の開発の推進

自宅で行うことができる治療法開発は、国は今後さらに研究

を進めていくべきである。特に国はスギ花粉症に対する舌下減

感作療法の治療法開発についての臨床研究を推進し、安全性、

有効性を確認する。

② 長期目標を持つて達成すべき研究分野

○ アレルギー疾患の予防法と根治的治療法の開発

長期目標としてアレルギー疾患の病態・免疫システム解析と病因

解明を行い、その成果に基づくアレルギー疾患の根治的治療法を開

発することを国は目指す。

着実 に進めていくべき研究 目標

病態 。発症機序の解明

(1)免疫システムの解明によるアレルギー疾患のコン トロール

① 自然免疫 と獲得免疫等の機序の解明

② アレルギー性炎症の中心 となる細胞の確定

(2)気道等組織 リモデ リング (不可逆変化)の アレルギー疾患

への関与

ア レルギー発症予防法の確立

(1)小児のアレルギー疾患と成人のアレルギー疾患の病態異同

の角翠析

(2)胎内におけるアレルギー感作予防と出生後におけるアレル

ギー発症予防 (遺伝因子 と環境因子の影響に関する解析 )

(3)食物アレルギーの予防薬の開発
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治療法の開発

(1)早期治療の効果 と長期予後

(2)治療中止基準の確立

(3)免疫療法 (DNAワ クチン等)。 生物学的製剤等の開発

(4)テ ーラーメイ ド医療

(5)減感作療法等根治的治療法の効能等改善のための、抗原に

関する基盤研究

③ その他の必要な研究

○ いわゆる民間医療の評価

国においては、いわゆる民間医療を評価 し、その評価結果を国民

に情報提供 し、正 しい知識の普及を図るとともに、民間医療の中で

基礎研究・臨床研究に取 り上げるべき治療法について検討を加え

る。

○ 患者の行動変容に関する研究

(ウ )医薬品の開発促進等

○ 新 しい医薬品の薬事法上の承認に当たっては、国は適切な外国の

データがあればそれ らも活用 しつつ、適切に対応する。

○ 国においては、優れた医薬品がより早く患者の元に届 くよう治験

環境の整備に努める。特に小児に係る医薬品については対応が十分

とはいえないため、小児に係る臨床研究の推進を図ることが望まし

い 。

(4)施策の評価等

○ 政策評価

・ 国においては、国が実施する重要な施策の実施状況等について評

価 し、また、地方公共団体の実施する施策を把握することにより、

より的確かつ総合的なアレルギー対策を講 じていくことが重要であ

る。また、地方公共団体においても国の施策を踏まえ、連携を模索

し、施策を効果的に実施するとともに、主要な施策について政策評

価を行 うことが望ましい。
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本委員会においては、健康局長の私的検討会であるリウマチ対策検討会及

びア レルギー対策検討会における審議の結果を踏まえ、患者のQOLを 維持

・向上させるとい うことに重点を置き、検討 を重ねてきた。

具体的な検討の範囲としては、我が国におけるリウマチ・アレルギー対策

を総合的かつ体系的に推進するための基本的方向性から、重点的に推進すべ

き具体的施策に及ぶ幅広い事項が取 り上げられた。そのような議論を基に、

今般、国、地方公共団体及び関係団体等が連携 して、ともに進めていくべき

取組の方向性等を示す 「リウマチ対策の方向性等」及び 「アレルギー疾患対

策の方向性等」を作成 した。これ らの方向性等については、今後の学術等の

進歩に応 じ、適宜再検討をカロえ、必要があると認められ るときは、これを変

更 してい くものとする。

従前より、我が国におけるリウマチ・アレルギー対策は、必ず しも戦略的

に実施 されてきたとは言えなかった。今般、このような形で報告書がとりま

とめられたことは、議論を尽 くしきれなかった点、至 らない点もあるとは思

われるものの、我が国におけるリウマチ・アレルギー対策を推進する上で大

きな前進 となることであろう。

本報告書の成果が十三分に活用 され、リウマチ対策については、関係者の

協力の下 リウマチ対策が円滑に実施 され、 リウマチに対する的確な予防対策

が講 じられ、「リウマチゼ ロ」 となる日が来 ることを期待する。また、この

取組の成果が 「今後の リウマチ対策について」 (中 間報告)(平成 9年 8月 2

9日 )において、今後の対策の方向性の中で位置づけられている変形性関節

症対策にも役立つことを期待 したい。

また、アレルギー対策についても、今後のアレルギー対策がよリー層円滑

に実施 され、国民に安心・安全な生活を提供する社会づ くりが達成 されるこ

とを期待 したい。
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<厚生科学審議会疾病対策部会 リウマチ・アレルギー対策委員会委員名簿>

秋山 二男  独立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究センター長

岡谷 恵子  社団法人 日本看護協会専務理事

越智 隆弘  独立行政法人国立病院機構相槙原病院長

○水田 詳代  九州大学病院長

辻  一郎  東北大学大学院医学系研究科教授

西岡久寿樹  聖マ リアンナ医科大学難病治療研究センター長

橋本 信也  社団法人 日本医師会常任理事

山中 朋子  青森県健康福祉部医師確保対策監

山本 一彦  東京大学大学院医学系研究科教授

山本 昇壮  広島大学名誉教授

横田 俊平  横浜市立大学大学院医学研究科教授

(五十音順 ○印は委員長 )
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<リ ウマチ対策検討会委員名簿>

岡谷 恵子  社団法人 日本看護協会専務理事

○越智 隆弘  独立行政法人国立病院機構相模原病院長

戸山 芳昭  慶應義塾大学医学部教授

西岡久寿樹  聖マ リアンナ医科大学難病治療研究センター長

橋本 信也  社団法人 日本医師会常任理事

宮坂 信之  東京医科歯科大学教授 ‐

山中 朋子  青森県健康福祉部医師確保対策監

山本 一彦  東京大学大学院医学系研究科教授

(五十音順 ○は座長 )
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<ア レルギー対策検討会委員名簿>

○秋 山 一男  独立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究センター長

池 田 耕一  国立保健医療科学院建築衛生部長

岡本 美孝  千葉大学大学院医学研究院教授

岡谷 恵子  社団法人日本看護協会専務理事

栗 山真理子  特定非営利活動法人ア レルギー児を支える全国ネ ット

アラジーポット専務理事

島崎 修次  杏林大学教授

下川 寛子  福岡市保健福祉局保健医療部保健予防課長

橋本 信也  社団法人 日本医師会常任理事

古江 増隆  九州大学大学院医学研究院教授

丸井 英二  順天堂大学医学部教授

山中 朋子  青森県健康福祉部医師確保対策監

山本美代子  日本栄養士会 (千葉市宮野木保育所総括主任栄養士)

横 田 俊平  横浜市立大学大学院医学研究科教授
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<リ ウマチ・アレルギー対策委員会等の開催日程と議題>

生
△

=
対策部会 リウマチ・ア レルギー対策

(第 1回は平成 14年度開催 )

第 2回 (平成 17年 3月 7日 )

○ リウマチ・ア レルギー対策委員会等の設置について

○ リウマチ・アレルギー対策の現状について

○ 委員か らのプ レゼンテーション

・ アレルギー対策研究及び医療の現状 と問題点にづいて (秋 山委員 )

。 リウマチ対策研究及び医療の現状 と問題点について (越智委員 )

第 3回 (平成 17年 8月 26日 )

○ リウマチ・ア レルギー対策委員会報告書作成

○ リウマチ対策の方向性等作成

○ アレルギー疾患対策の方向性等作成

リウマチ対策検討

第 1回 (平成 17年 4月 12日 )

○ リウマチ対策検討会の設置等について

○ リウマチ対策の現状について

。 抗 リウマチ薬の臨床評価方法に関するガイ ドライン (案 )

(医薬食品局審査管理課 )

○ 委員か らのプレゼンテーション

。 今後の リウマチ対策について (越智座長 )

。 市販後調査システムについて (西岡委員 )

○ リウマチ対策の論点整理について

。 基本的方向性について

。 研究の推進について

。 医薬品の開発促進等について

第 2回 (平成 17年 5月 17日 )

○ 委員か らのプ レゼンテーション
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。 日本の関節 リウマチ診療を世界水準と比較 して

(山本委員、宮坂委員、西岡委員、戸山委員)

。 県のリウマチ対策における現状 と課題 (山 中委員 )

○ リウマチ対策の論点整理について

。 前回議事について

。 医療提供体制の整備について

。 患者QOLの 向上と自立等について

。 情報提供 。相談体制について

第 3回 (平成 17年 6月 28日 )

○ 参考人からのプ レゼンテーション

・ リウマチ患者の実態について

(長谷川参考人 :社団法人 日本 リウマチ友の会会長 )

○ リウマチ対策報告書 (案)作成

第 4回 (平成 17年 7月 29日 )

○ リウマチ対策検討会報告書 (案)作成

○ リウマチ対策指針 (案)作成

レルギー対策検

第 1回 (平成 17年 3月 29日 )

○ アレルギー対策検討会の設置等について

○ アレルギー対策の現状について

。 アレルギー物質を含む食品に関する表示について

(食品安全部基準審査課 )

・ シックハウス対策について (健康局生活衛生課 )

○ アレルギー対策の論点整理について

・ 基本的方向性について

。 医療提供体制の整備について

。 患者QOLの 向上等について

第 2回 (平成 17年 4月 21日 )

○ 委員からのプレゼンテーション
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・ 日本のアレルギー診療を世界水準と比較 して

(古江委員、岡本委員、横 田委員 )

・ 県のアレルギー対策における現状 と課題 (山 中委員 )

○ アレルギー対策の論点整理について

。 前回議事について

。 情報提供・相談体制について

第 3回 (平成 17年 5月 31日 )

○ 委員か らのプレゼンテーション

・ 患者 を取 り巻 く環境の改善

(栗 山委員、丸山委員、池田委員 )

・ 喘息死等予防のための地域医療につぃて

(堀場参考人 :大垣市民病院呼吸器科部長 )

○ アレルギー対策の論点整理について

。 前回議事について

・ 患者を取 り巻 く環境の改善について

。 医薬品の開発促進等について

・ 研究の推進について

第 4回 (平成 ¬7年 6月 21日 )

○ アレルギー対策報告書 (案)について

第 5回 (平成 17年 8月 1日 )

○ アレルギー対策報告書 (案)について

○ アレルギー対策指針 (案)について
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<本報告書における用語の解説>

○ アレルギー

異物が体内に侵入 したときに、体を守ろうとする防御 (免疫)反応が、体に

不利に作用 し、かゆみ、くしゃみ、炎症、喘息等の様々な症状を引き起こす

こと

○ 都道府県等

都道府県、保健所を設置する市及び特別区

○ 抗原

一般に免疫反応において原因となる物質を抗原 とい う。特にアレルギー疾患

における原因物質をアレルゲンとい う。

○ 感作率

症状の有無に関わ らず抗原に対する抗体を持っている人の害1合

○ 発症率

感作された人の うち疾患を発症 した人の割合

○ 有症率

診断の有無にかかわらず、症状を有する人の割合

○ 有病率

ある時点において疾患を有する人の害J合

○ 抗原回避

アレルギーの原因物質を避けること

○ 医療圏

主 として病院の病床の整備 を図るべき地域的単位 として設定する医療計画上

の区域

○ 集学的

各分野の専門の医師が協力 して治療に当たること

○ 疾患管理

病気を良い状態に保つよう処置すること

○ 診療ガイ ドライン

標準的な診断と治療に関する指針 (本報告書においては、厚生労働省研究班

において、関係学会等 と連携 して作成 された診療ガイ ドラインを指す。)

○ アナフィラキシー

抗原に接触 したり、摂取 した後に、数分から数十分以内にアレルギーによる

症状が体の複数の臓器や全身に現れる激 しい急性アレルギー
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○ アナフィラキシーシヨック

重症アナフィラキシーにより血圧低下、呼吸困難や意識障害を引き起こす現

象

○ 減感作療法

抗原のエキスを長い時間をかけ少 しずつ注射 し、体を徐々に慣れ させていく

治療法

○ ゲノム診断法

染色体または遺伝子の一組を検査 して病状を判断すること

○ テーラーメー ド医療

各患者に応 じて最適な薬を投与する治療法

○  ln viVo

生体内で

○ 行動変容

行動が変わること

○ 抗 リウマチ薬

免疫に関係する細胞に働 きかけ、異常になった免疫系を元の状態に戻 して、

病状の進行を止める薬

○ 有害事象

治験薬を投与された被験者に生 じたあらゆる好ましくない医療上のできごと

○ 疫学調査

病気の原因 と思われる環境因子を設定し,その因子が病気を引起 こす可能性

を調べる統計的調査

○ ク リティカルパス

成果 目標に向かつてできる限 り無駄を削減 して在院 日数を短縮する治療方針

計画書にて医療を行 うこと
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アレルギー疾患に関する図表集>
(表 1)各都道府県におけるリウマチ施策について

(表 2)各都道府県におけるアレルギー施策について
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(図 1)関節 リウマチ患者の入院・外来別の割合
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(図 2)アレルギー様症状があつた者とその診断があつた者の割合 (複数回答 )
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(図 3)年齢階級別にみたアレルギー様症状があつた者の割 合 (複数回答 )
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(表 3)ア レルギー性疾患対策への要望の割合 (12歳 以上・複数回答)  (%)
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(図 4)′」ヽ児喘 息の有病率 の 推移
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(図 5)アレルギー疾患に関連する死亡 の内訳 について
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<リ ウマチ・ア レルギー疾患に係わる診療ガイ ドライン等について>
厚生労働省 においては、厚生労働科学研究の中で、 リウマチ・アレルギー

疾患の診療ガイ ドライン等の学会等への作成支援を行い、医療従事者や一般

国民に対する普及啓発に努めているところであ り、以下にその一覧を示す。

1 関節 リウマチ

『 関節 リウマチの診療マニュアル (改訂版)診断のマニュアル とEBM
に基づ く治療ガイ ドライン』 (***)

発行 :平成 16年 4月

作成 :厚生労働省研究班

編集 :越智 隆弘 (相模原病院院長)他

2 ア トピー性皮膚炎

『 ア トピー性皮膚炎治療ガイ ドライン2005』 (*)

発行 :平成 17年

作成 :分担研究 「ア トピー性皮膚炎治療ガイ ドラインの作成」

監修 :河野 陽一 (千葉大学大学院医学研究院小児病態学教授 )

山本 昇壮 (広島大学名誉教授 )

『 ア トピー性皮膚炎―よりよい治療のためのEBMデ ータ集』 (*)

発行 :平成 17年

作成 :古江 増隆 (九州大学大学院医学研究院皮膚科学教授 )

3 ア レルギー性鼻炎

『鼻アレルギー診療ガイ ドライン 2002年 版 (改訂第 4版 )』 (**)

発行 :平成 14年

作成 :鼻アレルギー診療ガイ ドライン作成委員会

編集顧問 :奥田 稔 (日 本医科大学名誉教授 )

4 口請′急

『科学的根拠に基づく (EBM)喘息診療ガイ ドライン』(**)

発行 :平成 13年

作成 :鉢 日翻三(日 本臨床アレルキ―゙疾患研究所長・東京大学名誉教授)
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『 EBMに 基づいた抗喘息薬の適正使用ガイ ドライン』(**)

発行 :平成 13年

作成 :厚生労働省医療技術評価総合研究喘′自、ガイ ドライン班

監修 :宮本 日翻三(日 本臨床アレルキ―゙疾患研究所長・東京大学名誉教授 )

『一般臨床医のためのEBMに 基づいた喘息治療ガイ ドライン』 (***)

発行 :平成 16年

作成 :宮本 日御三(日 本臨床アレルキ―゙疾患研究所長・東京大学名誉教授 )

他

『 EBMに 基づいた患者 と医療者のパー トナーシップのための喘息診療

ガイ ドライン (小児用)』 (***)

発行 :平成 16年

作成 :宮本 日翻三(日 本臨床アレルキ―゙疾患研究所長 。東京大学名誉教授 )

他

『 EBMに 基づいた患者 と医療者のパー トナーシップのための喘′自、診療

ガイ ドライン (成人編)』 (**)

発行 :平成 16年

監修 :宮本 日翻三(日 本臨床アレルキ―゙疾患研究所長 。東京大学名誉教授 )

『喘息予防 。管理ガイ ドライン 2003』 (*)

発行 :平成 15年

作成 :厚生省免疫・アレルギー研究班

監修 :牧野 荘平 (東京アレルギー疾患研究所・獨協医科大学名誉教授 )

古庄 巻史 (市立岸和国市民病院長 現こくらアレルキ―゙クリニック)

鉢 日翻三(日 本臨床アレルキ―゙疾患研究所長・東京大学名誉教授 )

西間 三馨 (国立療養所南福岡病院)

5 食物アレルギー

『食物アレルギーの診断の手引き2005』 (*)

発行 :平成 17年

作成 :「食物アレルギー診療の手引き」検討委員会

監修 :海老澤 元宏 (相模原病院臨床研究勁=乃″げ“骸 患研究部)他
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また、平成 17年 3月 に、厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課

において『加工食品に含まれるアレルギー表示』についてパンフレット

を作成 。配布

(*)免 疫ア レルギー疾患予防・治療研究事業による

(**)医療技術評価総合研究事業による

(***)医療技術評価総合研究事業において作成 したものを学会等に

おいて改訂
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参考資料5

リウマチ対策の方向性等

第 1 趣 旨

リウマチについては、効果的な対症療法はあるものの、一般的に病態は十分に解明

されたとはいえず、根治的な治療法も確立されていないため、必ずしも患者の生活の

質 (Quality Of Life:QOL)の維持・向上が図られていない。

また、国においては、これまでリウマチ対策 として、研究の推進や研究成果を活用

した普及啓発等を実施してきたものの、必ずしも戦略的に実施されていない上、都道

府県等におけるリウマチ対策には格差があるなど、我が国におけるリウマチ対策は必

ず しも十分なものとはいえない。

このような認識の下、本方向性等は、今後 5年程度のリウマチ対策の方向性等を示

すこと等によって、国を始め、地方公共団体及び関係団体等におけるリウマチ対策が

戦略的に推進されることを促そうとするものである。

第 2 基本的方向性

1 当面のリウマチ対策の目標

リウマチの予防法及び根治的治療法が未確立である現状においては、リウマチ患

者のQOLの 維持 。向上を図るために、可能な限り入院患者数の減少や入院期間の

短縮を目指し、リウマチの重症化を防止することが重要であり、リウマチ活動期初

期における早期治療法を確立するとともに、早期に適切な医療及び情報を提供する

ことが必要である。

このため、国は、リウマチの予防法及び根治的治療法の研究開発を長期的な観点

から引き続き着実に取り組むとともに、今後 5年程度を目途に、当面のリウマチ対

策の目標 として、「リウマチ重症化防止策の推進」
1を

図ることを掲げ、地方公共団

体との役割分担と連携の下に、関係団体等の協力を得ながらともに取り組むことと

する。

1リ ウマチの根治的な治療法が確立されていない状況の中で、その上下肢の疼痛、機能障害の進行を防止し患者の生活の質を向上する
ためには、早期診断法や有効性の高い治療法開発の推進、適切な医療を効率的に提供できる体制の確立、相談や情報提供等患者を取り
巻く環境の確保を進め、リウマチ重症化防止を目指す必要がある。
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2 取 り組 むべ き施策 の柱

1の 目標を達成するためには、従前の研究開発中心の対策から、今後は、国、地

方公共団体及び関係団体等が適切な役割分担の下、 (1)医療提供等の確保、 (2)情報

提供 。相談体制の確保、(3)開発研究開発等の推進を、取 り組むべき施策の柱に据え

ることが必要であり、今後 5年程度、それぞれについて以下の方向性で取 り組んで

いく。

(1)医療提供等の確保

患者等に身近なかかりつけ医を中心としながら、症状の安定時にはかかりつけ医

において、重症難治例や著しい増悪時等には専門医療機関において、適切な対応が

なされるよう、かかりつけ医と専門医療機関の円滑な連携による医療提供の確保を

図る。

また、関係団体等の協力を得ながら、診療ガイ ドライン、専門的な医学情報の普

及、リウマチ診療に精通 した人材の育成を進めることにより、診療 レベルの均てん

化を図る。

(2)情報提供・相談体制の確保

患者等に対する、①リウマチに係る正しい知識・情報、②医療機関に関する情報、

③適切な自己管理の手法
2についての普及啓発や相談体制の確保を行 う。

(3)研究開発等の推進

①当面 (今後 5年程度)の 目標と、②長期的な目標 とを明確に設定し、研究開発

をより戦略的に推進する。また、医薬品等の開発促進等についても、引き続き取 り

組む。

なお、国が進めていくべき研究課題は、事前評価委員会の意見も踏まえ、民間企

業との役害Jの違いを認識 した上で、採択されることが求められる。この際、テーマ

の類似 している研究課題は統廃合を進める必要があるとともに、政策的課題に関連

するテーマを明確化 し、公募課題に反映させる研究開発推進体制を構築する。

3 国 と地方 公共 団体 との役割分担 と連携

国は、引き続き研究開発等の推進を図るとともに、地方公共団体が医療提供等の

確保や情報提供 。相談体制の確保の取 り組みを進められるよう、研究の成果等につ

いて情報提供するなど技術的支援を中心に担 うことが必要である。

地方公共団体のうち都道府県は、医療提供等の確保を図る上で中心的な役割を担

うとともに、情報提供 。相談体制の確保については、市町村・関係団体等と連携 し、

2主に、①生活上の注意点、C疾患状態 (活動性)の客観的な基準に基づく評価、③疾患の重症化予防法、治療法及び副作用に関する

正しい知識、等を指す。なお、医療従事者においては自己管理手法の普及について正しく認識し、医療機関において指導を実践するこ

とが望ましい。



情報提供 。相談の対象者や内容等に応 じて、地域における普及啓発に取り組むこと

が必要である。

このような国と地方公共団体における役害」分担の下、厚生労働省は患者団体、日

本医師会、日本リウマチ学会、日本整形外科学会及び 日本小児科学会等関係団体並

びに関係省庁と連携 してリウマチ対策を推進 していくことが必要である。

第3 今後5年程度におけるリウマチ対策

第 2の 2における取 り組むべき施策の柱については、国と地方公共団体の役害1分担を

明らかにしつつ、以下のとお り実施 していく。

1 医療提供 等の確 保

(1)国の役害1

0診 療ガイ ドライン等の普及

国は、関係団体等の協力を得て、診療ガイ ドラインや病態別重症度別のクリテ

ィカルパス等の普及を進めることにより、医療機関における診療 レベルの均てん

化を図る。なお、診療ガイ ドラインは、学術等の進歩に応 じ、随時改訂を図るも

のとする。

○ 人材の育成

リウマチの診療経験は、プライマリケアの基本的診療能力として、その正しい

知識及び技術の習得に資するものであり、臨床研修において現在、リウマチが経

験 目標の 1疾患として取 り上げられているところであるが、さらにリウマチ診療

に精通した人材の育成を図るため、国は関係団体等に対し以下のとおり協力を依

頼する。

①  日本医師会に対 して、医師の生涯教育におけるリウマチに係る教育の一層の

充実

② 日本薬剤師会等の職能団体に対して、各種研修におけるリウマチに係る教育

の一層の充実

③ 日本 リウマチ学会等の関係学会に対して、リウマチ専門の医師が地域によつ

ては不足しがちであること、関係学会間において専門医の認定基準等が異なる

こと及び小児 リウマチ診療に携われる医師の確保が必要であるとの意見がある

ことに鑑み、専門の医師の育成の促進
3、 並びにリウマチ診療は、ほぼ全身臓器

3日 本リウマチ学会の専門医と日本整形外科学会の認定リウマチ医の認定の基準や方法等においては、専門医の在り方を踏まえつつ、

当面求められる専門的な薬物治療や手術の予後に関する知識等両分野に共通しうる事項から、統一していくことが期待される。



に係わる疾患の診療 となるため、総合的なリウマチ専門の医師の育成について

の検討

(2)地方公共団体の役割

○ 診療ガイ ドライン等の普及、適切な地域医療の確保

都道府県は、学会等が作成した診療ガイ ドライン等の普及を進めるとともに、

重症難治例や著しい増悪時には、専門的な対応が必要とされることから、医療圏

毎にリウマチ診療の専門機能を有している医療機関を確保することや、これらを

支援できるよう、都道府県単位を基本に、集学的な診療体制を有している病院を

確保することが望まれる。このため、地域における医療提供体制
4(身

近なかか

りつけ医一専門医療機関一集学的医療機関の確保 とこれらの連携体制)の確保を

図ることが求められる。なお、重症難治例等に至らずとも一次医療機関で対応で

きる分野については、地域の事情によつては診療所等間の連携体制の構築につい

ても留意する必要がある。

○ 地域の関係団体等との連携

適切な地域医療を確保する観点から、地域保健医療協議会等を通 じ、地域医師

会等の関係団体等との連携を十分に図ることが必要である。

○ 難病患者等居宅生活支援事業等の活用

リウマチによる機能障害の回復や低下を阻止するため、リウマチのリハビリテ

ァションを行 うことができる環境の確保を図り、併せて難病患者等居宅生活支援

事業の活用を図る。その際、高齢者が寝たきり状態になることを予防するため、

介護予防の視′点も考慮し、地域におけるリハビリテーション体制の確保に留意す

る。

2 情報提供・相談体制の確保

(1)国の役割

○ ホームページ等による情報提供

国は、厚生労働科学研究費等の活用により、関係学会等と連携しながら、リウ

マチに係る正しい知識・情報を収集し、ホームページ及びパンフレット等を通じ

て、患者を含む国民にとって必要な①リウマチに係る正しい知識・情報
5、

②医

療機関に関する情報、③適切な自己管理の手法の普及啓発 体目談体制の確保を含

む。)を行う。また、同様の取組みを行う地方公共団体、関係団体等、医療関係

者に対して情報を提供する。

4小児リウマチの医療体制の確保に当たつては、必要に応じて、周辺都道府県等と連携してその確保を図ることが期待される。

5例えば、リウマチに関する一般疾病情報、適切な治療、薬剤に関する情報、研究開発の成果等に関する最新の診療情報等



○ 教育教材の作成等

適切な自己管理の手法 (③)については、診療ガイ ドラインによる医療関係者

への情報提供に加え、患者等にも理解しやすい一般向け教育パンフレットなどの

教育教材を作成 し、都道府県等や関係団体等に情報提供する。

○ 研修会の実施

地域ごとの相談レベルに格差が生じないよう、都道府県等における相談体制の確

保を支援するため、都道府県等の保健師を対象にリウマチ・アレルギー相談員養

成研修会を引き続き実施する。

○ 専門医療機関等を対象とする相談窓回の設置

独立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究センターにおいて専門医療機

関等を対象 とする相談窓口を設置する。

(2)地方公共団体の役割

○ リウマチに係る情幸風提供

リウマチに係る正 しい知識・情報 (①)については、国が提供する情報を活

用 しつつ、それぞれの地域における情報提供 。相談の対象者や内容等に応 じ、

市町村 。関係団体等と連携 し、地域の実情等に応 じた普及啓発に取り組むこと

が重要である。

○ 医療機関に関する情報提供

都道府県等においては、地域医師会等の協力を得ながら、医療機関に関する

情報 (②)を住民に対して提供することが望ましい。

○ 適切な自己管理の手法に係る情報提供

適切な自己管理の手法 (③)については、診療ガイ ドライン、一般向け教育

パンフレット等の医療機関への普及を進めるとともに、市町村においても、地

域保健活動 (各種研修会等)の際に、また、地域・職域等に、一般向け教育パ

ンフレット等を配布 し、適切な自己管理手法の普及を図ることが望ましい。そ

の際、難病相談・支援センターとの連携について留意することが必要である。

○ 保健所等における取組み

保健所等においては、地域医師会等と連携 し、個々の住民の相談対応のみな

らず、市町村への技術的支援や地域での企業等におけるリウマチ対策の取組ヘ

の助言等の支援が期待される。

3 研究開発等の推進

○ 研究推進体制の構築

国は、効果的かつ効率的な研究推進体制を構築するため、当面平成22年度まで



に研究成果を得 られるよう重′点的に研究を推進 していく研究分野と長期的な目標

とを持って達成すべき研究分野を選定し、研究目標を明確化 して適切に研究を実施

していく。

○ 医薬品等の開発促進等

医薬品等の開発促進等については、新しい医薬品の薬事法上の承認に当たつては、

国は適切な外国のデータがあればそれらも活用しつつ、適切に対応する。また、優

れた医薬品がより早く患者の元に届くよう治験環境の整備に努める。

4 その他

○ 施策のフォローアップ

国は、地方公共団体が実施するものを含め、主要な施策の実施状況等を把握 し、

より戦略的にリウマチ対策を講じていくことが重要である。また、地方公共団体に

おいても国の施策を踏まえ、連携を模索し、施策を効果的に実施するとともに、主

要な施策について評価を行 うことが望ましい。

○ 方向性等の見直し

国は、「リウマチ対策の方向性等」について、適宜再検討を加え、必要があると

認められるときは、これを変更するものとする。



「

ヽ
―
Ｉ
Ｊ

れ
蔽
・児等、

７
生

等

県

籐
』
日趣

第 2 基本的方向性

1 当面のアレルギー対策の目標
アレルギー疾患の予防法及び根治的治療法が未確立である現状においては、アレ

ルギー疾患患者のQOLの維持・向上を図るために、重症化を予防するための医療

の提供及び適切な自己管理が非常に重要である。なお、患者本人又は家族 (以下「患

者等」とい う。)に よる適切な自己管理を可能とするためには、患者等が、身近な

かか りつけ医を始めとする医療関係者等の支援の下に、必要な情報提供 。相談を受

ける機会を得ることにより、適切な自己管理の手法
1を正 しく理解し、取 り組む環境

を確保することが必要である。

このため、国は、予防法及び根治的治療法の研究開発を長期的な観′点から引き続

き着実に取 り組む一方、今後 5年程度を目途に、当面のアレルギー疾患対策の目標

1自己管理の手法 :主に、①生活環境の改善 (食物、住環境等に関する抗原回避や、禁煙等)、 ②疾患状態の客観的な基準に基づく自己
評価、③救急 (喘息発作、アナフィキラシーショック等)時の対処法、等を指す。

アレルギー疾患対策の方向性等

第 1

ア トピー性皮膚炎、気管支喘息、アレルギー性鼻炎及び食物アレルギー等のアレル

ギー疾患については、皮膚、呼吸器及び 目鼻のいずれかにアレルギー様症状があった

者が調査対象全体の36%(保 健福祉動向調査 (平成 15年))に上るなど、国民に

とって関心の高い疾患となっている。さらに、アレルギー疾患については、効果的な

対症療法はあるものの、根治的な治療法が確立されていないため、必ずしも患者の生

活の質 (Quality Of Life:QOL)の維持・向上が図られていない。

また、国においては、これまでアレルギー対策として、研究の推進や研究成果を活

用した普及啓発等を実施してきたものの、必ず しも戦略的に実施されていない上、都

道府県等におけるアレルギー対策には格差があるなど、我が国におけるアレルギー対

策は必ずしも十分なものとはいえない。

このような認識の下、本方向性等は、今後 5年程度のアレルギー疾患対策の方向性

等を示すこと等によつて、国を始め、地方公共団体及び関係団体等におけるアレルギ

ー対策が戦略的に推進されることを促そうとするものである。

参考資料6



として、アレルギー疾患を 「自己管理が可能な疾患」とすることを掲げ、地方公共

団体との役割分担と連携の下に、関係団体等の協力を得ながらともに取 り組むこと

とする。

2 取 り組 むべ き施 策の柱

1の 目標を達成するためには、従前の研究開発中心の対策から、今後は、国、地

方公共団体及び関係団体等が適切な役害1分担の下、 (1)医療提供等の確保、 (2)情報

提供・本目談体制の確保、(3)研究開発等の推進を、取 り組むべき施策の柱に据えるこ

とが必要であり、今後 5年程度、それぞれについて以下の方向性で取 り組んでいく。

(1)医療提供等の確保

患者等に身近なかかりつけ医を中心としながら、症状の安定時にはかかりつけ医

において、重症難治例や著しい増悪時等には専門医療機関において、適切な対応が

なされるよう、かかりつけ医と専門医療機関の円滑な連携による医療提供等の確保

を図る。

また、関係団体等の協力を得ながら、診療ガイ ドライン、専門的な医学情報の普

及、アレルギー診療に精通 した人材の育成を進めることにより、診療 レベルの均て

ん化を図る。

○ 喘息死等を予防する医療体制 :「喘息死ゼロ」を目指 して

喘息死は、アレルギー関連死の約 99%を 占める (人 口動態統計 (平成 15年))

ことから、医療提供等の確保にあたつては、次の方針で行 うこととする。

喘息死の原因としては、症状の認識不足、不定期受診等の患者側の問題と、診

療側に診療ガイ ドラインの利用が十分に浸透 していない等の問題が挙げられてい

る。喘息死を防ぐために、地域において、診療所 と救急病院
2と の連携を図るとと

もに、適切な治療法、自己管理手法等の普及を行 う。また、医師一患者間の情報

共有等を図るため、患者に常に患者カー ド3を
携帯してもらうことを推奨する。

(2)情報提供 口相談体制の確保の方向性

患者等に対する、①アレルギー疾患に係る正 しい知識・情報、②医療機関に関す

る情報、③適切な自己管理の手法についての普及啓発や相談体制の確保を行 う。

(3)研究開発等の推進の方向性

①当面 (今後 5年程度)の 目標 と、②長期的な目標 とを明確に設定 し、研究開発

をより戦略的に推進する。また、医薬品等の開発促進等についても、引き続き取 り

組む。

2救急病院においては、医療機器の重装備化をすることなく急性発作時の初期対応が可能となることもあり、アレルギー専門の医師の

確保がなされれば、基本的に医療圏単位で確保されることが望ましい。
3かかりつけ医以外が、喘息等の緊急時に医療を行う際に必要な情報 (①患者のかかりつけの病院名や合併症の有無、②ステロイド剤

等の薬剤の投与の有無、③副作用が認められた薬剤名、C救急時の治療と禁忌事項など)を記載したカード。



なお、国が進めていくべき研究課題は、事前評価委員会の意見も踏まえ、民間企

業との役割の違いを認識 した上で、採択されることが求められる。この際、テーマ

の類似 している研究課題は統廃合を進める必要があるとともに、政策的課題に関連

するテーマを明確化 し、公募課題に反映させる研究開発推進体制を構築する。

3 国 と地 方公共 団体 との役割分担 と連 携

国は、引き続き研究開発等の推進を図るとともに、地方公共団体が医療提供等の

確保や情報提供・相談体制の確保の取 り組みを進められるよう、研究の成果等につ

いて情報提供するなど技術的支援を中心に担 うことが必要である。

地方公共団体のうち都道府県は、医療提供等の確保を図る上で中心的な役割を担

うとともに、情報提供 。相談体制の確保については、市町村 。関係団体等と連携し、

情報提供 。相談の対象者や内容等に応 じて、地域における普及啓発に取り組むこと

が必要である。

このような国と地方公共団体における役割分担の下、厚生労働省は患者団体、日

本医師会く 日本アレルギー学会及び日本小児科学会等の関係団体並びに関係省庁 と

連携 してアレルギー対策を推進していくことが必要である。

第 3 今後 5年程度におけるアレルギー疾患対策

第 2の 2における取り組むべき施策の柱については、国と地方公共団体の役害1分

担を明らかにしつつ、具体的に展開していく。

1 医療提供等の確保

(1)国 の役害1

0診 療ガイ ドラインの普及

国は、関係団体等の協力を得て、診療ガイ ドラインの普及を進めることによ

り、医療機関における診療レベルの均てん化を図る。なお、診療ガイ ドライン

は、学術等の進歩に応じ、随時改訂を図るものとする。

○ 人材の育成

アレルギー疾患 (喘′急発作やアナフィラキシーショック等)の診療経験は、

プライマリケアの基本的診療能力 としてtその正しい知識及び技術の修得に資

するものであり、臨床研修において現在、アレルギー疾患が経験 目標の 1疾患

として取り上げられているところであるが、さらにアレルギー疾患の診療に精

通した人材の育成を図るため、国は関係団体等に対 し以下のとお り協力を依頼

する。

① 日本医師会に対して、医師の生涯教育におけるアレルギー疾患に係る教育



の一層の充実

② 日本薬斉」師会及び 日本栄養士会等の職能団体に対して、各種研修における

アレルギー疾患に係る教育の一層の充実

③ 日本アレルギー学会等の関係学会に対して、アレルギー専門の医師が地域

によっては不足しがちであること及び小児アレルギー診療に携われる医師

の確保が必要であるとの意見があることに鑑み、専門の医師の育成の促進

(2)地方公共団体の役割

○ 診療ガイ ドライン等の普及、適切な地域医療の確保

都道府県は、学会等が作成した診療ガイ ドライン等の普及を進めるととも

に、重症難治例や著 しい増悪時には、専門的な対応が必要とされることから、

医療圏毎にアレルギー診療の専門機能を有 している医療機関を確保すること

や、これらを支援できるよう、都道府県単位を基本に、集学的な診療体制を

有 している病院を確保することが望まれる。このため、地域における医療提

供体制 (身近なかか りつけ医―専門医療機関一集学的医療機関の確保 とこれ

らの連携)の確保を図ることが求められる。なお、重症難治例等に至らずと

も一次医療機関で対応できる分野については、地域の事情によつては診療所

等間の連携体制の構築についても留意する必要がある。

○ 地域の関係団体等との連携

適切な地域医療を確保する観点から、地域保健医療協議会等を通じ、地域医

師会等の関係団体等 との連携を十分に図ることが必要である。

2 情報提供・相談体制の確保に係る具体策

(1)国の役害1

0ホームページ等による情報提供

国は、厚生労働科学研究等の活用により、関係学会等と連携しながら、アレ

ルギー疾患に係る正しい知識 。情報を収集し、ホームページ及びパンフレッ

ト等を通じて、患者等を含む国民にとって必要な①アレルギー疾患に係る正

しい知識 。情報
4、 ②医療機関に関する情報、③適切な自己管理の手法、を普

及啓発するための施策 (相談体制の確保を含む。)を行う。

○ アレルギー物質を含む食品に関する表示

アレルギー物質を含む食品に関する表示についても、科学的知見の進展等を

踏まえ、表示項目や表示方法等の見直しを検討していく。また、これらの取組

4例えば、生活環境等に関する情報 (ア レルギー物質を含む食品に関する表示やシックハウス症候群等について、患者が適切な生活環
境を確保できるような情報等)、 適切な治療、薬剤に関する情報、研究開発の成果等に関する最新の診療情報など



みについて、地方公共団体、関係団体等、医療関係者に対してパンフレットの

作成等を通 じ、適宜情報提供する。

○ 教育教材の作成等

適切な自己管理の手法 (③)については、診療ガイ ドラインによる医療関係

者への情報提供に加え、患者等にも理解 しやすい一般向け教育パンフレット等

を様々なアレルギー疾患毎に作成し、都道府県等や関係団体等に情報提供する。

○ 研修会の実施

地域ごとの相談レベルに格差が生じないよう、都道府県等における相談体制

の確保を支援するため、都道府県等の保健師を対象に 「リウマチ・アレルギー

相談員養成研修会」及び 「シックハウス担当職員研修会」等の相談員養成研修

会を引き続き実施する。

○ 専門医療機関等を対象とする相談窓国の設置

独立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究センターにおいて専門医療

機関等を対象とする相談窓口を設置する。

(2)地方公共団体の役割

○ アレルギー疾患に係る情報提供

アレルギー疾患に係る正しい知識・情報 (①)については、国が提供する情

報を活用 しつつ、それぞれの地域における情報提供・相談の対象者や内容等に

応 じ、市町村 。関係団体等と連携 し、地域の実情等に応 じた普及啓発に取 り組

むことが重要である。

O医 療機関に関する情報提供

都道府県等においては、都道府県医師会等の協力を得ながら、医療機関に関

する情報 (②)を住民に対して提供することが望ましい。

○ 適切な自己管理の手法に係る情報提供

適切な自己管理の手法 (③)については、診療ガイ ドライン、一般向け教育

パンフレット等の医療機関への普及を進めるとともに、市町村においても、地

域保健活動 (乳幼児健診、各種研修会等)の際に、また、学校 (PTA等)・

保育所
5等

に、一般向け教育パンフレット等を配布 し、適切な自己管理手法の普

及を図ることが望ましい。

○ 相談体制の確保

相談体制の確保については、一般的な健康相談等は市町村において実施 し、

抗原回避等に関するより専門的な相談については保健所において実施する等、

5浮L幼児期・学童期はアレルギー疾患の好発年齢であることから、学校・保育所等においては、保護者等と十分連携をとり、児童のア
レルギー疾患の状況を把握して健康の維持・向上を図ることが望ましい。



都道府県においては体系的なアレルギー相談体制の構築について検討 し実施す

ることが望ましい。

○ 保健所等における取組み

保健所等においては、地域医師会や栄養士会等と連携し、個々の住民の相談

対応のみならず、市町村への技術的支援や地域での学校や企業等におけるアレ

ルギー対策の取組への助言等の支援が期待される。

研究開発等の推進

○ 研究推進体制の構築

国は、効果的かつ効率的な研究推進体制を構築するため、平成 22年度までに

研究成果を得られるよう重点的に研究を推進していく研究分野と長期目標を持

って達成すべき研究分野を選定し、研究目標を明確化して適切に研究を実施して

い く 。

○ 医薬品等の開発促進

医薬品等の開発促進等については、新 しい医薬品の薬事法上の承認に当たって

は、国は適切な外国のデータがあればそれらも活用しつつ、適切に対応する。ま

た、優れた医薬品がより早く患者の元に届くよう治験環境の整備に努める。なお、

小児に係る医薬品全般の臨床研究の推進を図る。

4 その他

○ 施策のフォローアップ

国は、地方公共団体が実施するものを含め、主要な施策の実施状況等を把握 し、

より戦略的にアレルギー対策を講じていくことが重要である。また、地方公共団

体においても国の施策を踏まえ、連携を模索し、施策を効果的に実施するととも

に、主要な施策について評価を行 うことが望ましい。

○ 方向性等の見直し

国は、 「アレルギー疾患対策の方向性等」について、適宜再検討を加え、必

要があると認められるときは、これを変更するものとする。




